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Forefront Physics and Mathematics Program to Drive Transformation

連合大学院 共同教育課程

（主たる専攻等がある場
合は下線を引いてくださ
い。）

７．

11． 連携先機関名（他の大学、民間企業等と連携した取組の場合の機関名）

授与する博士学
位分野・名称

「先端物理・数学プログラム修了」を記した博士（理学）、博士（工学）
または博士（数理科学）の学位

10. 本プログラムによる学位授与数（年度当たり）の目標
※補助期間最終年度の数字を記入してください。

9． 連合大学院又は共同教育課程による実施の場合、その別
※ 該当する場合には○を記入

40名

11020

主要区分

素粒子、原子核、宇宙物理学およびその関連分野

11

６．

次に関連の深い区分
（中区分）【任意】

次に関連の深い区分
（小区分）【任意】

日本製鉄株式会社、日本電信電話株式会社、株式会社マクロミル、エコールポリテクニーク、カリフォルニア工
科大学（Caltech）、カリフォルニア大学バークレイ校（UC Berkeley）、韓国高等科学院（KIAS）、国立台湾大
学、スイス連邦工科大学チューリッヒ校（ETH）、清華大学、ソウル国立大学、ハーバード大学、プリンストン大
学、北京大学、リヨン高等師範学校、ロシア国立研究大学高等経済学院、欧州原子核研究機構（CERN）、数理科
学研究所（MSRI）、フランス高等科学研究所（IHES）、ポール・シェラー研究所（PSI）

（【1904】機関名：東京大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム）

学生の所属する
専攻等名

 ふりがな

プログラム名称

ホームペー
ジ（URL）

１．

４．

変革を駆動する先端物理・数学プログラム

２． 全体責任者
（学長）

※ 共同実施のプログラムの場合は、全ての構成大学の学長について記入し、申請を取りまとめる大学（連合大学院に
よるものの場合は基幹大学）の学長名に下線を引いてください。

藤井 輝夫（東京大学総長）

https://www.s.u-tokyo.ac.jp/ja/FoPM/

最も関連の深い区分
（大区分）

最も関連の深い区分
（小区分）

B

15010

最も関連の深い区分
（中区分）

英語名称

氏名（職名） 大越　慎一（東京大学大学院理学系研究科長・教授）

令和元年度（２０１９年度）採択プログラム　中間評価調書 ※中間評価時からの修正

卓越大学院プログラム　プログラムの基本情報 [公表。ただし、項目1２、１３については非公表]

機関名 東京大学 整理番号 1904

おおこし　しんいち

ふじい　てるお

８．
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻、同天文学専攻、同地球惑星科学専攻、同化学専
攻、東京大学大学院工学系研究科物理工学専攻、東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻

　　ふりがな

氏名（職名） 村山　斉（東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇宙研究機構・特別教授）

関連する領域（３）
【任意】

①我が国が国際的な優位性と卓越性を示している研究分野

なし

なし

なし

５．

プログラム
コーディネーター

設定する領域

代数学、幾何学およびその関連分野

幾何学関連

15

 ふりがな

最も重視する領域
【必須】

関連する領域（１）
【任意】

関連する領域（２）
【任意】

B

素粒子、原子核、宇宙線および宇宙物理に関連する理論

次に関連の深い区分
（大区分）【任意】

むらやま　ひとし

氏名（職名）

1
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プログラム担当者一覧   
※「年齢」は公表しません。

（プログラム責任者）

学位

東京大学大学院理学系研究科附属ビッグバ
ン宇宙国際研究センター・准教授 Ph.D.

ｷｬﾝﾍﾞﾙ ﾛﾊﾞｰﾄ
ｱｰﾙ

機関名・所属(研究科・専攻等)・職名

Cannon, Kipp

Arithmetic
geometry

Computing

Biomolecula
r Chemistry

重力波天体
物理学

Algebraic
geometry

リヨン高等師範学校数学科・教授

5 Campana, Simone

6
Campbell, Robert
Earl

7 ｶﾝﾉﾝ ｷｯﾌﾟ

Chen, Jungkai
Alfred

8

9

ﾁｪﾝ ｼﾞｭﾝｶｲ ｱ
ﾙﾌﾚｯﾄﾞ

国立台湾大学数学科・教授 Ph.D.

ｽﾊﾟｰｹﾞﾙ ﾃﾞｲ
ﾋﾞｯﾄ

プリンストン大学天文物理学科・Charles
Young Professor of Astronomy Ph.D.

カリフォルニア工科大学（Caltech）・Hale
Professor of Astronomy & Planetary
Sciences

ﾚｼｪﾃｨｷﾝ ﾆｺﾗｲ
カリフォルニア大学バークレイ校（UC
Berkeley）数学科・教授

Ph.D.

Geometry,
Mathematica
l Physics

ｼﾙﾊﾞｰﾏﾝ ｼﾞｮﾝ
ﾃﾞｲﾋﾞｯﾄﾞ

東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・准教授 Ph.D.

25 Spergel, David

Ph.D.

ﾋﾟｰﾀｰｿﾝ ﾌﾞﾗｲ
ｱﾝ ｵｰｺﾞｰﾄﾞ

欧州原子核研究機構（CERN）EP-ADT・Staff
Scientist

23 Ritt, Stefan

24

19
Milanov, Todor
Eliseev

20 Park, Jongil

21
Petersen, Brian
Aagaard

22
Reshetikhin,
Nicolai

ﾘｯﾄ ｼｭﾃﾌｧﾝ
ポール・シェラー研究所（PSI）Research
with Neutrons and Muons・Leader of Muon
Physics Group

Ph.D. in
Physics

Ph.D. in
Math

ﾊﾟｸ ｼﾞｮﾝｲﾙ ソウル国立大学数学科・教授 Ph.D.

16 Kuem, JongHae

17
Kulkarni,
Shrinivas

18 Martens, Kai

Algebraic
geometry

Astronomy

Ph.D.

（【1904】機関名：東京大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム）

ﾏｰﾃﾝｽ ｶｲ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・准教授

ｸﾑ ｼﾞｮﾝﾍ 韓国高等科学院（KIAS）数学部・教授 Ph.D.

Experimenta
l Physics

ｸﾙｶﾙﾆ ｼｭﾘﾆ
ｳﾞｧｽ

Ph.D.

ﾐﾗﾉﾌ ﾄｰﾄﾞﾙ ｴ
ﾘｾﾌ

東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授 Mathematics

Geometry
and
Topology

Particle
Physics

Silverman, John
David

ﾍﾝｼｭ ﾀｶｵ
東京大学国際高等研究所ニューロインテリ
ジェンス国際研究機構・機構長/特任教授 Ph.D.13 Hensch, Takao

14
Kapranov,
Mikhail

15
Kirch, Klaus
Stefan

ﾍﾗｰﾏﾝ ｼﾒｵﾝ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・准教授 Ph.D.

Theoretical
Physics
(String
Theory)

神経科学

Mathematics

ｷﾙﾋ ｸﾗｳｽ ｼｭﾃ
ﾌｧﾝ

スイス連邦工科大学チューリッヒ校（ETH）
物理学科・教授

Ph.D. in
Physics

Experimenta
l Particle
Physics

ｶﾌﾟﾗﾉﾌ ﾐﾊｲﾙ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授 Ph.D.

ﾌｧﾝ ﾌｲｼﾞｭﾝ 北京大学数学科学学院・教授 Ph.D.

ﾌｧｼﾞｮﾘｰﾆ ﾐｹﾗ
ハーバード大学医学部ボストン小児病院・
准教授 Ph.D.

12
Hellerman,
Simeon

ｱｲｾﾞﾝﾊﾞｯﾄﾞ
ﾃﾞｲﾋﾞｯﾄ

数理科学研究所（MSRI）・Director Ph.D.

11 Fan, Huijun
Geometric
analysis

Algebraic
geometry

神経科学

Eisenbud, David

10
Fagiolini,
Michela

東京大学大学院理学系研究科化学専攻・教
授 Ph.D.

ｶﾝﾊﾟｰﾅ ｼﾓｰﾈ
欧州原子核研究機構（CERN）・Staff
Scientist Ph.D.

4 Berger, Laurent

番号 氏名 役割分担

1

ﾍﾞﾙｼﾞｪ ﾛｰﾗﾝ Ph.D. 1

1

（プログラムコーディネーター）

大越　慎一

Arithmetic
geometry

ｱﾍﾞｽ ｱｰﾒﾄﾞ
フランス高等科学研究所（IHES）・
Directeur de Recherche au CNRS Ph.D.

ｵｵｺｼ ｼﾝｲﾁ
東京大学大学院理学系研究科化学専攻・教
授

博士（理
学）

ﾌﾘｶﾞﾅ

Abbes, Ahmed

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進 1

1

１4．

3

ｴﾌｫｰﾄ
(割合)現在の専門

物理化学

国際研修担当

国際研修担当

1

Experimenta
l Particle
Physics

Astrophysic
s

Astrophysic
s

国際研修担当

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進

先端物理・数学融合教育推
進、国際コミュニケーショ
ン

国際研修担当

国際研修担当

国際化推進、ダイバーシ
ティ推進、女性キャリア支
援、異分野連携推進

国際研修担当

先端物理・数学融合教育推
進

異分野連携推進、ダイバー
シティ推進、
Neurointelligence

先端物理・数学融合教育推
進、国際連携推進

国際研修担当

国際研修担当

国際研修担当

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当

国際研修担当

2

1

1

1

1

1

1

2

1

1

2.8

1

2

1

Astroinfomatics、国際連携
推進

国際研修担当

国際研修担当

国際研修担当

1

1

1

2

1

2 村山　斉 ﾑﾗﾔﾏ ﾋﾄｼ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・特別教授 理学博士

素粒子物理
学

プログラム運営統括、先端
物理・数学融合教育推進、
学内外連携の推進

3

国際研修担当

2
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理学博士

44

東京大学大学院理学系研究科附属天文学教
育研究センター・教授

博士（理
学）

電波天文学

位相幾何
学・数理物
理学

作用素環論
と数理物理
学

ｺｱｼ ﾏｻﾄ
東京大学大学院工学系研究科附属光量子科
学研究センター/物理工学専攻・教授

博士（理
学）

46 河東　泰之

ｸｻｶ ｱｷﾄ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
准教授 理学博士

ｷﾀﾞ ﾖｼｶﾀ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・准教授

博士（理
学）

離散群、エ
ルゴード群
論

宇宙物理学

ｺｳﾉ ﾄｼﾀｹ
東京大学大学院数理科学研究科・研究科長/
教授

ｺｳﾉ ｺｳﾀﾛｳ50 河野　孝太郎

51 河野　俊丈

量子情報・
量子光学

ｶﾜﾋｶﾞｼ ﾔｽﾕｷ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授 Ph.D.

47 木田　良才

48 日下　暁人

49 小芦　雅斗

大栗　博司

43 梶田　隆章

ｶﾄﾘ ﾋﾃﾞﾄｼ
東京大学大学院工学系研究科物理工学専
攻・教授

博士（工
学）

ｶﾂﾗ ﾎｳｼｮｳ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
准教授

博士（工
学）

物性理論、
数理物理

量子エレク
トロニクス

ｶｼﾞﾀ ﾀｶｱｷ

39 岡本　龍明

ｵｵｳﾁ ﾏｻﾐ 東京大学宇宙線研究所・准教授
博士（理
学）

シンプレク
ティック幾
何学・複素
幾何学

冷却原子気
体・情報熱
力学・量子
情報

暗号理論

代数幾何学

桂　法称

45 香取　秀俊

40 小木曽　啓示

ｵｻﾞﾜ ﾀｹｱｷ
東京大学大学院理学系研究科化学専攻・教
授

博士（理
学）

ｵｸﾑﾗ ﾔｽﾕｷ
東京大学素粒子物理国際研究センター・准
教授 博士 (理学)

ｵｷﾞｿ ｹｲｼﾞ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授

ｵｶﾓﾄ ﾀﾂｱｷ 日本電信電話株式会社・フェロー 工学博士

素粒子実験

分析化学

宇宙線物理
学

東京大学宇宙線研究所・所長/卓越教授

38 岡田　康志

東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
准教授

博士（理
学）

32 井出　哲

33 伊藤　由佳理

34

ｳｴﾀﾞ ﾏｻﾋﾄ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
教授

博士（理
学）

ｳｴﾀﾞ ｶｽﾞｼ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・准教授

博士（理
学）植田　一石

35 上田　正仁

36 大内　正己

37

ｵｶﾀﾞ ﾔｽｼ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻/東
京大学国際高等研究所ニューロインテリ
ジェンス国際研究機構・教授

博士（医
学）

ｵｵｸﾞﾘ ﾋﾛｼ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・機構長/特任教授 理学博士

29 浅野　勝晃

30 阿部　知行

31 安東　正樹

ｲﾄｳ ﾕｶﾘ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授

博士（数理
科学）

ｲﾃﾞ ｻﾄｼ
東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学
専攻・教授

博士（理
学）

地震学

数学（代数
幾何学）

ｱﾍﾞ ﾄﾓﾕｷ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構・准教授

博士（数理
科学）

ｱｻﾉ ｶﾂｱｷ 東京大学宇宙線研究所・准教授
博士（理
学）

高エネル
ギー宇宙物
理学

数学

重力波物理
学

ｱﾝﾄﾞｳ ﾏｻｷ

27 Willox, Ralph

28 浅井　祥仁 ｱｻｲ ｼｮｳｼﾞ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
教授/東京大学素粒子物理国際研究セン
ター・センター長

博士（理
学）

ｳｨﾛｯｸｽ ﾗﾙﾌ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授 Ph.D.

数理物理・
応用数理

素粒子実験

現在の専門

26
Vagins, Mark
Robert

ﾍﾞｲｷﾞﾝｽ ﾏｰｸ
ﾛﾊﾞｰﾄ

氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位

１４．プログラム担当者一覧（続き）

東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授 Ph.D.

Particle
Astrophysic
s

2

1.2

宇宙物理
学・天文学

理学博士

素粒子論

生物物理学

理学博士

知の物理学、Quantum
Information Science

1

2

1

2

1.5

1

1

1

3

ニューロサイエンス特論、
アドミッション

ｴﾌｫｰﾄ
(割合)

先端物理・数学融合教育推
進、国際コミュニケーショ
ン

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進

国際連携推進、Applied
Quantum Beams

先端物理・数学融合教育推
進

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進

先端物理・数学融合教育推
進

役割分担

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション

ダイバーシティ推進、
Quantum Information
Science

1

1

2

Ph.D.

Microeconom
ics, Game
Theory,
Political
Economy

1

2

1.5

2

2

1

1

1

1

1

1

1

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション

AI・量子コンピューティン
グ、Applied Quantum Beams

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進

国際研修担当 152 郡山　幸雄

社会数理実践演習担当

先端物理・数学融合教育推
進

21st Century Photon
Science

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション

先端物理・数学融合教育推
進

先端物理・数学融合教育推
進、国際連携推進

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進

21st Century Photon
Science、ダイバーシティ推
進

（【1904】機関名：東京大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム）

41 奥村　恭幸

42 小澤　岳昌

ｺｵﾘﾔﾏ ﾕｷｵ エコールポリテクニーク数学科・准教授

Astroinformatics、アド
ミッション

3
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78 馬場　彩

79 樋口　岳雄 ﾋｸﾞﾁ ﾀｹｵ

ﾊﾞﾝﾊﾞ ｱﾔ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
准教授

博士（理
学）

高エネル
ギー宇宙物
理学（実
験）

素粒子物理
学実験

長井　志江

ﾅｶｼﾞﾏ ﾋﾗｸ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授 理学博士

ﾅｶｶﾞﾜ ｼﾞｭﾝｲﾁ 日鉄総研株式会社・研究主幹
博士（数理
科学）

数学を活用
したデータ
科学とその
産業応用

幾何学・表
現論

素粒子論

ﾅｶﾞｲ ﾕｷｴ
東京大学国際高等研究所ニューロインテリ
ジェンス国際研究機構・特任教授

博士（工
学）

75 中川　淳一

76 中島　啓

77 濱口　幸一

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当 2

68 武部　尚志

ﾂｼﾞ ﾀｹｼ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授

博士（数理
科学）

ﾀｺﾞｼ ﾋﾃﾞﾕｷ 東京大学宇宙線研究所・教授
博士（理
学）

宇宙物理学

数論・数論
幾何学

観測的宇宙
論・光赤外
線天文学

ﾀｹﾍﾞ ﾀｶｼ
ロシア国立研究大学高等経済学院数学部・
教授 理学博士

69 田越　秀行

70

ﾄﾀﾞ ﾕｷﾉﾌﾞ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・准教授

博士（数理
科学）

代数幾何学

ﾄﾞｲ ﾏﾓﾙ
東京大学大学院理学系研究科附属天文学教
育研究センター・センター長/教授

博士（理
学）

72

先端物理・数学融合教育推
進 1

60 澤田　龍

61 塩澤　真人

62 志甫　淳

ﾀｶﾀﾞ ﾏｻﾋﾛ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授 博士 (理学) 宇宙論

東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・准教授

博士（数理
科学）

66

東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
教授

博士（理
学）56

59 佐藤　薫

57 﨏　隆志

博士 (理学) 神経生物学

太陽惑星系
物理学、宇
宙プラズマ
物理学

ｼｵｻﾞﾜ ﾏｻﾄ 東京大学宇宙線研究所・教授
博士（理
学）

先端物理・数学融合教育推
進

１４．プログラム担当者一覧（続き）

氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位

ﾀｹｳﾁ ｶｽﾞﾏｻ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
准教授

博士（理
学）

関口　英子

数論幾何学

55 齊藤　宣一

宇宙線物理
学

確率論

気象学

櫻井　博儀

ｻｲﾄｳ ﾉﾘｶｽﾞ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授

博士（理
学）

高田　昌広

非可換調和
解析、リー
群の表現論

63

博士 (理学) 素粒子実験

素粒子・宇
宙線物理学
実験

現在の専門

東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授 理学博士

58 佐々田　槙子

解析的表現
論・不連続
群論・幾何
学

ｻｸﾗｲ ﾋﾛﾖｼ

数論幾何学ｼﾎ ｱﾂｼ

ｻﾄｳ ｶｵﾙ
東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学
専攻・教授 理学博士

ｺﾊﾞﾔｼ ﾄｼﾕｷ

ｻｻﾀﾞ ﾏｷｺ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・准教授

博士（数理
科学）

ｻｺ ﾀｶｼ

ｾｷ ｶﾅｺ
東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学
専攻・教授

博士（理
学）

ｽｷﾞﾔﾏ(ﾔｻﾞｷ)
ﾖｳｺ

東京大学国際高等研究所ニューロインテリ
ジェンス国際研究機構・特任准教授

ｾｷｸﾞﾁ ﾋﾃﾞｺ

杉山（矢崎）　陽
子

64 関　華奈子

65

非平衡物理
学67 竹内　一将

戸田　幸伸

辻　雄

数理物理
学、可積分
系

71 土居　守

ﾄﾀﾆ ﾄﾓﾉﾘ
東京大学大学院理学系研究科天文学専攻・
教授

博士（理
学）

天文学・宇
宙物理学73 戸谷　友則

東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・准教授 博士 (理学)

認知発達・
ロボティク
ス

ﾊﾏｸﾞﾁ ｺｳｲﾁ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
准教授

博士（理
学）

74

東京大学宇宙線研究所・准教授
博士（理
学）

1

国際研修担当 1

先端物理・数学融合教育推
進 1.5

53 小林　俊行

斎藤　毅 ｻｲﾄｳ ﾀｹｼ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授 理学博士54

役割分担
ｴﾌｫｰﾄ
(割合)

先端物理・数学融合教育推
進 1

先端物理・数学融合教育推
進 2

先端物理・数学融合教育推
進 2

先端物理・数学融合教育推
進、女性エンパワーメント 1

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進 2

AI・量子コンピューティン
グ 3

先端物理・数学融合教育推
進 1

先端物理・数学融合教育推
進 1

異分野連携推進、女性エン
パワーメント、
Neurointelligence

1

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進 1

東京大学素粒子物理国際研究センター・准
教授

Astroinformatics、アド
ミッション 1

先端物理・数学融合教育推
進 1

Astroinfomatics、国際連携
推進 1

Astroinformatics、ダイ
バーシティ推進 1

（【1904】機関名：東京大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム）

先端物理・数学融合教育推
進 2

先端物理・数学融合教育推
進、女性エンパワーメント 2

学内留学担当、Quantam
Beams 3

先端物理・数学融合教育推
進 1

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション 1

社会数理実践演習担当 1

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当

東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授

博士（数理
科学）

ｻﾜﾀﾞ ﾘｭｳ

数値解析学

1

原子核物理
（実験）

異分野連携推進、国際連携
推進、Neurointelligence 1

4
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認知計算神
経科学

天文（観測
的宇宙論）

理論物理（質
量のある
ニュートリノ
とダークエネ
ルギー宇宙
論）

物性物理実
験

ﾘｰ ｷｰｶﾞﾝ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構・特任講師 Ph.D.

100 吉田　直紀

吉田　朋広

102 渡利　泰山

Neuroscienc
e/Computati
onal
Neuroscienc
e

ﾜﾀﾘ ﾀｲｻﾞﾝ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・准教授 博士 (理学)

103 Chao, Zenas ﾁｬｵ ｼﾞｰﾅｽ

104 Cai, Mingbo

105 Lee, Khee-Gan

ﾖｼﾀﾞ ﾅｶﾋﾛ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授 工学博士

ﾖｼﾀﾞ ﾅｵｷ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
教授 Ph.D. 宇宙物理学

確率統計学

ﾂｧｲ ﾐﾝﾎﾞ 東京大学国際高等研究所ニューロインテリ
ジェンス国際研究機構・講師 Ph.D.

博士 (理学)

ﾖｺﾔﾏ ｼﾞｭﾝｲﾁ
東京大学大学院理学系研究科附属ビッグバ
ン宇宙国際研究センター・教授 理学博士 宇宙物理学

現代科学論

素粒子物理
学実験

ﾔﾏﾓﾄ ﾏｻﾋﾛ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授 理学博士

97 横山　順一

98 横山　広美

99 横山　将志

応用解析

ﾖｺﾔﾏ ﾏｻｼ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
准教授

博士（理
学）

位相幾何
学、ゲージ
理論

弦理論・場
の理論

84

85 堀　健太朗

機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位 現在の専門

81 藤井　通子 ﾌｼﾞｲ ﾐﾁｺ
東京大学大学院理学系研究科天文学専攻・
准教授

博士（理
学）

理論天体物
理学

物理化学・
強光子場科
学

ﾓﾛｲ ﾀｹｵ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
教授

博士（理
学）

ﾓﾘﾔﾏ ｼｹﾞﾀｶ 東京大学宇宙線研究所・教授
博士（理
学）

宇宙素粒子
物理学

素粒子理
論・宇宙論

High energy
theory

ﾔﾏｻﾞｷ ﾏｻﾋﾄ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授 博士 (理学)

理学博士 微分幾何学

ﾋﾗﾁ ｹﾝｺﾞ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授

博士（理
学）

82

氏名

二木　昭人

80 平地　健吾

ﾌﾀｷ ｱｷﾄ 清華大学丘成桐数学科学中心・教授

複素幾何学

ﾖｺﾔﾏ ﾋﾛﾐ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授

（【1904】機関名：東京大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム）

松本　重貴 ﾏﾂﾓﾄ ｼｹﾞｷ

95

94

ﾌﾘｶﾞﾅ

91

ﾔﾏﾉｳﾁ ｶｵﾙ
東京大学アト秒レーザー研究機構・機構長/
特任教授 理学博士山内　薫

96 山本　昌宏

101

東京大学国際高等研究所ニューロインテリ
ジェンス国際研究機構・准教授 Ph.D.

ﾑﾗｵ ﾐｵ
東京大学大学院理学系研究科物理学専攻・
教授

博士（理
学）

東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・教授

ﾓﾘ ﾄｼﾉﾘ
東京大学素粒子物理国際研究センター・教
授 Ph.D.

ﾏﾂｲ ﾁﾋﾛ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・准教授

博士（理
学）

数理物理、
統計力学

素粒子物理
学

88

86

87

東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・准教授 博士 (理学)

ﾐﾖｷ ｼﾝｼﾞ89 三代木　伸二

90 村尾　美緒

量子光学・
量子情報科
学

83

国際研修担当

92

93

森山　茂栄

諸井　健夫

山崎　雅人

東京大学大学院工学系研究科物理工学専
攻・教授

博士（工
学）古澤　明

21st Century Photon
Science

素粒子論

ﾌﾙｻﾜ ｱｷﾗ

森　俊則

ﾌﾙﾀ ﾐｷｵ

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション 2

先端物理・数学融合教育推
進 1

2

2

先端物理・数学融合教育推
進

ﾎﾘ ｹﾝﾀﾛｳ

本間　充 ﾎﾝﾏ ﾐﾂﾙ
株式会社マクロミル・EVOC Data Marketing
取締役 理学修士

マーケティン
グ、大規模
データの分
析・解析

松井　千尋

博士 (理学)

古田　幹雄
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授 理学博士

1

2

先端物理・数学融合教育推
進 1

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当 1

社会数理実践演習担当

国際連携推進、先端国際研
究プログラムによる教育・
研修

2

東京大学宇宙線研究所・准教授
博士（理
学）

重力波実験
物理学・精
密長さ計測

量子情報理
論

１４．プログラム担当者一覧（続き）

1

先端物理・数学融合教育推
進、女性エンパワーメント 1

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当

1

先端物理・数学融合教育推
進 1

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進 2

2

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進

知の物理学、
Astroinfomatics 2

先端物理・数学融合教育推
進 1

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当 7

Neurointelligence、学内留
学担当 1

Neurointelligence、学内留
学担当 1

Astroinformatics、学内留
学担当 1

学内留学担当、ダイバーシ
ティ推進 2

異分野連携推進、女性エン
パワーメント

ダイバーシティ・倫理教育
推進 1

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション 2

素粒子物理
理論

106 Liu, Jia

107 石坂　香子

Ph.D.

ｲｼｻﾞｶ ｷｮｳｺ 東京大学大学院工学系研究科附属量子相エ
レクトロニクス研究センター・教授

博士（工
学）

ﾘｭｳ ｼﾞｱ 東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構・特任准教授

Astrioinfomatics、女性エ
ンパワーメント 1

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当

先端光量子科学担当 2

先端物理・数学融合教育推
進、社会連携推進 1

1

役割分担
ｴﾌｫｰﾄ
(割合)
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様式１

[公表]

137

138

135

136

増田　弘毅

113 星野　真弘

ﾌﾘｶﾞﾅ 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位 現在の専門

（【1904】機関名：東京大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム）

132

133

134

126

127

128

129

119

130

131

125

116

117

123

115

124

120

122

118

理論物理学

博士

ｼｪｰﾝ ｹﾘｰ

111 高田　了

112

109 Shane, Kelly
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・准教授 Ph.D.

東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学
専攻・教授 理学博士

偏微分方程
式論

宇宙空間物
理学・プラ
ズマ物理学

１４．プログラム担当者一覧（続き）

氏名

114

110 大島　芳樹 ｵｵｼﾏ ﾖｼｷ

121

代数幾何学

確率統計学ﾏｽﾀﾞﾋﾛｷ

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進 1

ｴﾌｫｰﾄ
(割合)

Ph.D.108 Melia, Thomas

表現論
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・准教授 Ph.D.

ﾒﾘｱ ﾄｰﾏｽ
東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇
宙研究機構 ・准教授

ﾎｼﾉ ﾏｻﾋﾛ

東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・教授 博士

ﾀｶﾀﾞ ﾘｮｳ
東京大学大学院数理科学研究科数理科学専
攻・准教授

1

先端物理・数学融合教育推
進、ダイバーシティ推進 1

役割分担

先端物理・数学融合教育推
進、アドミッション 1

先端物理・数学融合教育推
進、学内留学担当 1

先端物理・数学融合教育推
進、女性エンパワーメント

先端物理・数学融合教育推
進 1
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（機関名：東京大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム ） 

様式２ 

平成３１年度（２０１９年度） 

卓越大学院プログラム 計画調書（中間評価後修正変更版）※中間評価結果（案）を踏まえた修正

[採択時公表] 

（１）プログラムの全体像【１ページ以内】 
（申請するプログラムの全体像を１ページ以内で記入してください。その際、平成３１年度「卓越大学院プログラム」審査要項に
ある評価項目の「卓越性」、「構想の実現可能性」、「継続性及び発展性」、「実効性」が明確になるように記入してください。） 

※ポンチ絵は不要です。 

【養成する人材像とその背景】 

 本プログラムの目的は、先端物理・数学の教育を通じ、基本原理に基づく論理的な思考力と先入観のない柔軟

な思考を身につけ、科学フロンティアの開拓に挑み、急激に変化する社会における課題解決に貢献する人材の育

成にある。その目的のためには、現行の本学大学院システムが抱える課題、「(1)高度専門性を広く社会に適用し

ようという意欲、(2)専門分野を越えて広く発信できるコミュニケーション能力、(3)ダイバーシティ（多様性）

に富む教育研究環境で培われる広い視野、(4)国外研究機関や産業界を含むより広範な分野へのキャリア志向」

の醸成不足を克服する必要がある。本提案の設定領域は「① 我が国が国際的な優位性と卓越性を示している研

究分野」である。東京大学の物理学と数学は、4人のノーベル賞受賞者、南部陽一郎、江崎玲於奈、小柴昌俊、

梶田隆章、フィールズ賞受賞者小平邦彦を輩出した事実が示すように世界トップレベルの教育・研究環境を実現

している。2018年のQS rankingでも、本学の物理は世界9位、数学は17位と高い位置を占めている。しかし、

世界レベルの教育環境であるが故に、かえって閉鎖的な環境に陥っていると自己評価する。米国の有力大学では

学生・教員の流動性が高く、多様性を高めながらさらに高いレベルの研究・教育を築いていくシステムが上手く

機能している。我が国では、多くの学生・教員が同一機関内で育ち、多様性に欠ける。国際競争が高まる時代に

適応し、社会にインパクトを与える人材を育てているとは言い難く、学生の俯瞰力・独創力を引き出しきれてい

ない。 

【卓越性、構想の実現可能性、実効性】 

 数学・物理学の分野では、研究の内容・手法は世界共通のものとなっており、国際共同研究も日常的に行われ

ている。数学は自然科学の定量的基礎であり、物理学は、数学的な厳密さを使って自然法則を打ち立てる。量子

をキーワードとした物理学、数学、工学にまたがる研究分野の再編が進行中である。バイオサイエンスと数物科

学の融合によって、神経回路発達の原理を解明し、ヒトの知性の理解とその原理に基づく次世代 AIの開発が待

たれる。さらに、数物・バイオのみならず天文・地球惑星科学・化学においても、新たなブレークスルーのため

には、ビッグデータの統計学と計算科学に習熟した博士人材の養成が必須である。現行システムの課題を解決

し、教員と学生のマインドセットを変革すれば、卓越性、国際優位性を活用し、革新的な大学院環境を作ること

ができる。数学・物理学は、ゲーム理論や AI、CTスキャンやエネルギー問題への貢献など、社会へ大きなイン

パクトを与えてきた。数理科学研究科には、産業界と共同で、データサイエンス・社会数理の教育を推進した実

績がある。基礎科学と社会をつなぐカリキュラムを提供し、学生一人ひとりが「自分は世界のために何ができる

か」を考えながら卓越した専門性を追求する環境を作る。数学・物理学の専門性を活かし、AI・量子・脳科学な

どの分野でスタートアップを興すためのhands-onコースを提供し、数物人材に起業マインドを喚起する。本プ

ログラムは、東京大学が推進する二つの世界トップレベル研究拠点(WPI)であるカブリ数物連携宇宙研究機構

(Kavli IPMU)およびニューロインテリジェンス国際研究機構(IRCN)で蓄積した研究におけるシステム改革・国

際化の経験と、数理科学研究科と理学系研究科が実施してきた博士課程教育リーディングプログラムでの高度博

士教育とマネジメントの実績を統合し、高度専門性、国際性、社会性を持つ新しい大学院のシステムを実現し、

全学への波及を促す。Kavli IPMUではコア教員の37%が外国人であり、毎年のポスドク公募では世界から約700

人が（うち8割以上が外国から）応募する。結果、常勤研究者の約半数が外国人である。また、論文の8割近く

が国際共著論文である。連携機関UC Berkeley, Caltech, Harvard等が持つ大学院システムのノウハウを移植

し、縦割りの研究室制度（専門・部局の壁）を超えてローテーションを行い、外国人学生と、日本人学生を同一

の場で育て、異文化のぶつかり合う多様で包摂的な（diverse & inclusive）研究・教育環境の特色を活かし、

「新たな知の創造と活用を主導し、次世代を牽引する価値を創造するとともに、社会的課題の解決に果敢に挑戦

して社会にイノベーションをもたらすことができる卓越した博士人材」を育成する。本補助金により、数物WPI

大学院の実現を加速する。 

【継続性及び発展性】 

 理学系研究科、数理科学研究科ともに基礎科学教育支援のための基金を作り、大学本部の指導の下に寄付の拡

大を図っている。また、既に継続的財政支援を受けている米国カブリ財団との連携を強化しつつ、海外財団

（philanthropy foundation）への働きかけを戦略的・組織的に行い、プログラムの財務的基盤の強化を進める。 
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様式２ 

（機関名：東京大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム ） 

（２）プログラムの内容【４ページ以内】 
（国内外の優秀な学生を、高度な「知のプロフェッショナル」、すなわち、俯瞰力及び独創力並びに高度な専門性を備え、大学や
研究機関、民間企業、公的機関等のそれぞれのセクターを牽引する卓越した博士人材へと育成するため、国際的に通用する博士課
程前期・後期一貫した質の保証された学位プログラムを構築・展開するカリキュラム及び修了要件等の取組内容を記入してくださ
い。また、人材育成上の課題を明確にした上で、その課題解決に向け検証可能かつ明確な目標を、プログラムの目的にふさわしい
水準で設定し記入してください。） 

※プログラムの内容が分かるようにまとめたポンチ絵（１ページ以内）を別途添付してください。（文字数や行数を 
考慮する必要はありません。） 

【養成する人材像とその背景】 

 基礎科学の卓越大学院プログラムの第一の目的は「俯瞰力及び独創力並びに高度な専門性を備え、大学や研究

機関を含む全てのセクターを牽引する卓越した博士人材」の教育にある。数学はすべての学問の定量的基礎を与

え、物理学はすべての自然科学の基礎法則を与える。その専門家が日本の大学から育つことが必須であることは

言を俟たない。基礎科学のトレーニングの効果・効用は、学術研究だけにとどまらず、数学者や物理学者が広く

社会に影響を与える例は数多い。科学そして社会の変化が、極めて迅速になり、一つの専門分野のみの修得だけ

では不十分になっている。AI のような新技術の急速な普及に伴い、それに対応できる人材を増やすという受け

身の戦略だけではとても世界をリードできない。量子をキーワードとした物理学、工学、数学にまたがる研究分

野の再編が起きつつある。レーザー光による原子制御のような量子技術は、工学や物質科学への応用のみなら

ず、宇宙のダークマターの検出や重力波の観測のような基礎物理学へも応用が始まっており、逆に、基礎物理的

問題からの要請が量子技術の進歩を促している。量子誤り訂正符号の実現にはまだ十年以上かかると予想され、

雑音のある量子コンピュータの量子卓越性を実証するアイデアが求められている現在、基礎物理学の提起する理

論的問題が注目されている。ライフサイエンスのフロンティアであるヒトの知性の研究でもそのブレークスルー

には数学・物理学の素養が必要とされている。生物科学と神経科学の視点を体系的に身につけた数物系研究者

は、神経回路発達の原理解明によるヒトの知性の理解とその原理に基づく次世代 AIの開発に大きく貢献する。

そして、数学・物理・生物・天文学・地球惑星科学・化学の全ての分野において、ビッグデータ情報処理・統計

学（data science）と計算科学（computer science）に習熟することが、次のブレークスルー実現のための必要

条件である。米国では国家戦略として、このような学際研究に大きな投資が行われているが、日本における分野

間連携は脆弱で、幅広い知識と経験を持つ若い人材の育成が求められている。個々の技術が高度化し、修得する

ことはより困難になっている。必要となる技術が時々刻々と変化して行く現在の状況では、従来とは異なる、大

学院教育の抜本的改革が求められる。本プログラムでは、数学と物理学の高度専門大学院教育を施す中で、さら

に広い視野を持ち、専門外の分野にも大きなインパクトを与えられる「知のプロフェッショナル」を育てる。ダ

イバーシティに富む教育研究環境で醸成するのは、異なる視点の人々と交流し、今までにない手法で分析する能

力である。同時に、女性や LGBTなどマイノリティの人権を保護し、かつ異なる視点を生かす能力でもある。自

分とは異なる人々と尊敬の念をもって交流し、それにより新しい視点を獲得し、リーダーとして、多様な人材と

協調性をもって研究を推進し、かつ多様な後進を育てる能力を有する人材を育成する。このような人材育成のた

めに、本プログラムは大学院版のWPI（世界トップレベル研究拠点）として、大学院改革を実行する。 

【具体的ロールモデル】 

 高度な専門性を得た人材が、数学や物理学で培った思考能力、問題解決能力を活用し、他分野や社会へ大きな

インパクトを与えた例として、DNA二重らせん構造の発見、CTスキャン、青色LEDの発明などがある。インター

ネットのウェブ（WWW）も、素粒子物理学の研究所CERNで、世界の研究者がデータを共有するために開発された

システムである。電気自動車 Teslaや、リサイクル型ロケットを開発する Space-Xを立ち上げた Elon Muskは

“(Physics is) a good framework for thinking. ... Boil things down to their fundamental truths and 

reason up from there.”つまり「物理学で培う思考能力は広く役に立つ」と言っている。国際連合の持続可能

な開発目標（SDGs）に掲げられている、健康と福祉、エネルギー問題、産業と技術革新の基盤、住み続けられる

街作り、気候変動に対する対策などのゴール達成には、数学・物理学の基礎科学が大きく貢献できる。例えば、

UC Berkeleyの素粒子物理学者Art Rosenfeldは、エネルギー問題について40年前から危機感を持ち、窓に貼

るフィルム、蛍光灯を使った電球、建築の基準などについて革新的なアイデアを持ち込み、その結果、カリフォ

ルニア州の一人当たりの電力消費量は全米平均の半分にまで抑えることができている（The Rosenfeld Effect）。

彼に影響を受けたノーベル賞物理学者Steve Chuは、オバマ政権下でエネルギー省長官を務め、エネルギー・環
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様式２ 

（機関名：東京大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム ） 

境問題への新しい規制を多数設定し、かつ自由な発想に基づくSDGsへの取組みを実現する補助金を作った。 

【本プログラムの特徴：俯瞰力及び独創力並びに高度な専門性】 

 数学は論理的に無矛盾な言語体系を築くことを目指し、自然科学、工学、経済学、ひいては社会全般の基礎と

なってきた。素因数分解に基づく暗号理論がインターネット通信の基本となったり、ゲーム理論がアメリカの電

波オークションで使われて政府の収入を最大化したり、最近では、代数的トポロジーの数学者が位相的データ解

析の会社を創設し、米大統領選でのトランプ氏の優位性を予言するなど数学の社会へのインパクトには枚挙にい

とまがない。AI や量子情報科学、ビッグデータ統計学が将来の社会基盤へと発展することが期待されている。

「ビッグデータ時代の到来、既存の枠組をはるかに越えるようなイノベーションの必要性の増大などから、数

学・数理科学への期待は高まって」（文部科学省科学技術・学術審議会戦略的基礎研究部会「数学イノベーショ

ン推進に必要な方策について」平成28年7月15日）いる。しかし、それを担える人材は著しく不足している。

そこで、数学を軸として物理学はもとより、天文学・地球惑星科学・化学などの近傍分野を含む諸科学と学際分

野に広がる研究領域の開拓および数学を深化、創成し展開できる新時代の数学・数理科学のリーダーの育成を目

指す。それにより「数学・数理科学者と諸科学・産業との間をつなぐコーディネーターを務める人材」（同上）

の育成をも図る。一方、天体ビッグデータを扱う天文学、地震等災害のビッグデータを扱う地球惑星科学、さら

に分子ビッグデータを扱い大規模分子計算を行う量子・計算化学は、数理科学とその人材育成プログラムに大き

なフィードバックを与えてきた。 

 物理学は自然現象を支配する根本的な法則を理解し、数学を駆使することで他の自然科学・工学の基盤とな

り、それに基づいて新たな現象を設計し、破壊的な(disruptive)イノベーションを生み出してきた。オランダの

研究者が純粋な探究心で様々な物質を冷やしているうちに発見した超電導現象は、リニア新幹線（Maglev）、ガ

ン診断用MRI、ロスのない送電技術への応用など、夢の技術となった。量子力学は、現代エレクトロニクスの根

幹を成し、アインシュタインの相対性理論無しでは、GPSは実現していない。さらに、ミクロな磁性構造を調べ

るための陽電子消滅法やがんの診断のためのPETなどに応用される陽電子は、量子力学と相対性理論を結びつけ

る理論が、その存在を予言し、発見された反粒子である。数学・物理学といった基礎科学は、社会へ大きなイン

パクトを与えてきた。 

 東京大学の物理学と数学は、明治維新直後から長岡半太郎、本多光太郎、高木貞治などの世界的な研究者を擁

し、後には4人のノーベル賞受賞者、南部陽一郎、江崎玲於奈、小柴昌俊、梶田隆章、フィールズ賞受賞者、小

平邦彦を輩出する世界トップレベルの教育環境を実現している。2018年のQS rankingでも、物理は世界で9位、

数学は 17位と、高い位置を占めている。本プログラムの担当者の一人である梶田隆章は、現役教員としては、

初めてのノーベル賞受賞者である。国際的にも極めて高いレベルの研究・教育環境を実現していると言ってよ

い。しかしながら、学生の俯瞰力・独創力を引き出しきれているとは言えない。例えば、物理学専攻の大学院学

生の同期である笠真生と高柳匡は物性物理学、素粒子物理学と違う分野にいたため接触がなかったが、カリフォ

ルニア大学サンタバーバラ校Kavli理論物理学研究所で共にポスドクをしていた時期に出会い、量子情報の基本

的な笠・高柳公式を発見し、米基礎物理学ブレークスルー賞、仁科記念賞を与えられている。こうした研究が東

京大学内で起きないことが問題であり、これを本プログラムで解決する。よって、先端物理・数学の教育を通じ、

基本原理に基づく論理的な思考力と先入観のない柔軟な思考を身につけ、急激に変化する社会にも適応する課

題解決能力を持った人材を育てることは充分可能である。 

【卓越した博士人材の育成のための特徴的取組み】 

 数学、物理学の最先端研究は高度に専門化しており、少し違う分野の研究者とはしばしば会話が成り立たな

い。そのような環境下においても、フィールズ賞やノーベル賞を受賞する卓越した研究者は自らの専門を越えた

広い分野の状況に敏感で、異なる分野へ進出し大きな影響を与える。卓越した博士人材の育成に必要な最初のス

テップは、分野を俯瞰的に見ることができる“Big picture”を持った人材を育てることにある。そのため、本

提案では研究室（専門分野）配属を大学院入学時に決めず、ローテーションを行い、また配属後も異なる研究室

の学生同士で研究内容の情報を交換し続けることで学問の全体像を持つように工夫する。高度な専門性をさらに

高める施策として現代講義シリーズ（Contemporary Lecture Series）：物理学者のための21世紀数学、数学者

のための21世紀物理学、数学者と物理学者のための21世紀生物学などの講義や、産業界を含む外部講師による

機械学習・量子コンピューティング演習を開講し、世界最高レベルの専門性を担保する。さらに高度な専門性を
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（機関名：東京大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム ） 

広く他分野や社会へ応用できる柔軟な思考を身に付けるために、他分野や社会の抱える問題を知る分野横断的

な授業を必修化し、かつOn the Job Training／Project Based Learningを通じて、具体的課題を解決する「現

場感」のある対応を訓練する。さらに、学生の起業マインドを醸成し、数学・物理学の専門性を活かして、AI・

量子・脳などの分野でスタートアップを興すための hands-on コースとロールモデルワークショップを提供す

る。実際に起業する学生には博士課程早期修了などのインセンティブを与え、学生の起業への挑戦を支援する。 

【課題とその解決のための方針と具体的取組】 

 東京大学の数学と物理は世界トップレベルの教育環境であるがために、却って閉鎖的な環境に陥っている。米

国のいわゆるトップ 10大学では、学生・教員の流動性が高く、多様性を高めながらさらに上のレベルの研究・

教育を築いていくシステムが機能している。翻って、日本では、多くの学生・教員が同一機関内で育ち、多様性

に乏しい。その結果、国際競争が高まる時代に適応し、社会にインパクトを与える人材を育てているとは言い難

い。現在の大学院教育システムには少なくとも以下の4つの課題がある。大学院学生の「(1)高度専門性を広く

社会に適用しようという意欲、(2)専門分野を越えて広く発信できるコミュニケーション能力、(3)ダイバーシ

ティ（多様性）に富む教育研究環境で培われる広い視野、(4)国外研究機関や産業界を含むより広範な分野への

キャリア志向」の醸成が不充分である。課題解決の取組みにおいて、本プログラムは 2 つの顕著な特色を有す

る。第一は、世界トップレベル研究拠点(WPI)、カブリ数物連携宇宙研究機構(Kavli IPMU)およびニューロイン

テリジェンス国際研究機構(IRCN)で蓄積された研究システム改革・国際化の経験を大学院改革へ振り向けるこ

とである。すなわち、WPI大学院を実現する。留学生を含むダイバーシティの拡大、多様な学生のサポート体制

の構築、国際標準での採用システムの導入、専門分野に特化しない幅広い知識と経験の獲得のための施策、学生

本人の自主性を生かしたゴール設定手段の導入などを行う。第二は、本学の物理学、数学のリーディング大学院

での優れたマネジメントの実績である。卓越大学院の構築には、限られた補助期間と逓減する補助金の下で自立

するための巧みなマネジメントが要求される。学生のニーズに適切に対応し、高度な専門性、国際性、社会性を

併せ持つ新しい大学院のシステムを実現し、システム改革の全学への波及を促す。 

システム：アドミッション、質保証等 

1) 選考は、国際標準Web-based admissionで行う。特に推薦書と研究・社会経験を重視する。

2) 【質保証】多様な背景を持つ学生が、東京大学の教育システムに適応できるよう、他大学から入学した学

生を採用する際には、指導教員がプログラム採用前の学習状況について確認し、必要と判断した場合は、

学部の講義履修やTA経験によって補強する。

3) Cambridge gap year にならい、海外大学院に入学が内定した学生を本プログラム特別生として受け入れ、

成績優秀者の本プログラムへの編入を可とする。

4) 社会経験・留学経験を得るために、deferral(入学が決まっている学生が、入学を一年遅らすこと)を可能

にする制度を導入する。

5) 入学時に研究室に「縦割り」配属せず（Kavli IPMU/IRCNを含む）専門･研究室ローテーションを行い、専

門に特化する前に分野全体の俯瞰力を身につける。同時に、駒場キャンパスを拠点とする数理科学研究科

及び本郷キャンパスを拠点とする物理学専攻の学生対象にKavli IPMU及びIRCNへの「学内留学」の機会

を作り（擬似）国際経験を積ませる。

6) ４PMセミナー：研究室の壁を超えて学生同士が交流できる場を用意し、他分野の学生向けの短いTED風ア

クティブプレゼンテーションを行い、評価し合う。

7) 女子学生エンパワーメント：物理・数学におけるジェンダーバランスの欠如を乗り越え、リーダーシップ

を醸成するためのメンター制度を導入する。

8) 学生ケア体制：臨床心理士・公認心理師が常駐する理学系研究科学生支援室と連携しながら、副指導教員

（メンター）との定期的な面談を通じて、ケアの必要な学生とそのケア状況を把握する体制を整備する。 

9) 【質保証】Portfolio managementによるモニタリングで、学生が主体的にゴールを設定し、進歩を自己評

価する。

10) 【質保証】2年次にQualifying Exam（QE）、5年次にFinal Exam（FE）を実施する。

11) 【質保証・FD】外部から信頼される厳格で具体的な国際標準推薦書の書き方を教員に指導し、学生の質保
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証とキャリア最大化に資する。 

12) 【経済的支援】対価型支援（Research/Teaching Assistant）により学修に集中できる環境を提供する。

13) 外国人学生支援体制強化：WPIのノウハウを学務・教務職員へ展開する。

国際性の涵養、主に課題(3),(4)の解決に向けて 

14) カリキュラムは、全て英語で提供する。

15) 国外連携機関長期研修（UC Berkeley, Harvard, Caltech, Princeton, ETH, 清華大, CERN, PSIなどでの

長期研修）：原則として、国外において共同研究又は企業インターンシップを行うことをプログラム修了の

要件とするが、場合によって海外大学の講義のオンライン受講及び国内連携機関での長期研修を要件とし

て認める。

16) 【必修（2単位）】Academic Writing and Presentation教育：国際学術誌Neuron（Cell Press）の編集長

を勤めた元IRCN Executive Director Charles Yokoyamaの下でシラバスを構築し、IRCN/Kavli IPMUの教

員を動員して行う。また、数理科学研究科の学生向けにも同様の科目を開講する。

17) 【必修（無単位）】国際キャリア研修：英Physics WorldのSTEM career consultantなどによる「日本の

外」「大学の外」のキャリアについての学修。

18) 【選択（無単位）】英語以外の外国語（特に中国語）の習得。

社会性の涵養、主に課題(1),(2)の解決に向けて 

19) 【選択必修（各 2単位）】社会課題実践演習、数物スタートアップ演習、SDGs特論、エグゼクティブ・プ

ログラム、社会数理先端科学を選択必修にする。

社会課題実践演習：産業界・学内外の研究機関より様々な分野の課題を集めワークショップを行い、数学

力や物理力により解決を目指す(バックキャスト)。生命現象から社会現象、人文科学や社会科学の課題も

含み、どのような破壊的イノベーションがあれば課題を解決できるのかを考える。数物スタートアップ演

習：数学・物理学の専門性を活かし、AI・量子・脳などの分野でスタートアップ（起業）を興すためのhands-

on コース（産学協創推進本部アントレプレナー道場＋ロールモデルワークショップ）。実際に起業する学

生には、博士課程早期修了などのインセンティブを与える。SDGs特論、エグゼクティブ・プログラム：「自

分の専門性をどう社会に生かせるか」という問題意識を植え付ける。社会数理先端科学：先端物理・数学

の研究現場でProject Based Learning (PLB)/On the Job Training (OJT)を行い、柔軟性を育てる。

20) 【必修（無単位）】Kavli IPMUの横山広美設計によるジェンダー・LGBTを含むダイバーシティ・倫理教育 

21) 【越境キャリア支援】本プログラムに参加後、セミナー等を通して、工学、経済学など、他の部局へ学生

が移動することも奨励する。

卓越した専門性の強化 

22) 【必修（2単位）】機械学習（AI）・量子コンピューティング演習

23) 【選択必修（各2単位）】Introductory Courses: Quantum Information Science, Neurointelligence, 

Contemporary Lecture Series: Contemporary Mathematics for Physicists, Contemporary Physics for 

Mathematicians, Contemporary Biology for Mathematicians and Physicists, Astroinformatics, 

Contemporary Photon Science, Applied Quantum Beams, Math for Industry

○本プログラム修了要件 

所属専攻の学位審査に合格し、かつ、QE･FEと以下の要件の全てを満たすことが必要である。(1)国外連携機関

長期研修、ダイバーシティ・倫理教育、および国際キャリア研修を修了のこと。(2)必要単位：Academic Writing 

and Presentation教育必修 2単位＋社会性の涵養から選択必修 2単位＋卓越した専門性の強化から選択必修

4単位の合計8単位を取得すること。 

○運営体制の特徴 

システム改革の大学全体への展開を加速するために、プログラム担当者は各部局から多く集めている。コーデ

ィネーターの下、アドミッション、学務、社会・産学連携などについて本プログラムの全体方針を議論・決定

する、全関係部局の教員が委員となるプログラム委員会を置く。構成員のダイバーシティ（外国人・女性比率）

に十分配慮した外部諮問委員会(External Advisory Board) を設置し、本プログラムの進捗を厳密に点検・評

価する。 
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◎プログラムとして設定する検証可能かつ明確な目標【１ページ以内】

項　目 内　容 実績 備　考
（例）
○○分野の国際学会
における発表者数 平成31～32年度(2019年度～2020年度)－名

平成33年度(2021年度)　○名／年
平成34～37年度(2022年度～2025年度)　○
名／年

Ｍ２以上の学生に課す○○○プ
ロジェクトの結果等を活用し、
特に優秀な学生はＭ２から成果
を発表することを想定。

数理科学および物理
学分野での国際学会
における発表者件数
（外国語での発表）

平成31～32年度(2019年度～2020年度)　10
件
平成33年度(2021年度)　25件／年
平成34～37年度(2022年度～2025年度)　70
件／年

令和元年度　12件
令和２年度　17件
令和３年度　36件
令和４年度　197件

研究の卓越性及び国際通用性に
関する指標。優秀な学生に対し
ては博士前期課程から成果を発
表することを奨励。

海外連携機関での長
期研修の人数

平成31～32年度(2019年度～2020年度)　－
人
平成33年度(2021年度)　10人／年
平成34～37年度(2022年度～2025年度)　25
人／年

令和元年度　－人
令和２年度　－人
令和３年度　４人
（他2人が代替措置を利用）
令和４年度　25人
（他4人が代替措置を利用）

本プログラムの構築に関する指
標。

数理科学および物理
学分野での外国語に
よる論文の発表数
（レフェリー付き）

平成31～32年度(2019年度～2020年度)　－
件
平成33年度(2021年度)　30件／年
平成34～37年度(2022年度～2025年度)
100件／年

令和元年度　４件
令和２年度　30件
令和３年度　33件
令和４年度　89件

研究の卓越性及び国際通用性に
関する指標。優秀な学生に対し
ては博士前期課程から成果を発
表することを奨励。

数理科学および物理
学分野での学外での
研究発表による受賞
件数（国内外あわせ
て）

平成31～32年度(2019年度～2020年度)　－
件
平成33年度(2021年度)　5件／年
平成34～37年度(2022年度～2025年度)　20
件／年

令和元年度　３件
令和２年度　５件
令和３年度　８件
令和４年度　16件

研究の卓越性の指標。

応募倍率 平成31～32年度(2019年度～2020年度)
1.2倍
平成33～37年度(2021年度～2025年度)
2倍以上／年

令和元年度　1.9倍
令和２年度　2.1倍
令和３年度　2.6倍
令和４年度　2.7倍

質保証につながる優秀層の獲得
に関する指標。

外国籍のコース在籍
者の割合

平成31年度(2019年度)　10%
平成37年度(2025年度)　20%（開始年度の2
倍）

令和元年度　０％
令和２年度　2.7％
令和３年度　８％
令和４年度　10％

コース生の多様化に関する指
標。

女性のコース在籍者
の割合

平成31年度(2019年度)　5%
平成37年度(2025年度)　10%（開始年度の2
倍）

令和元年度　21％
令和２年度　15％
令和３年度　13％
令和４年度　10％

コース生の多様化に関する指
標。

外国籍の学内プログ
ラム担当者の割合

平成31年度(2019年度)　13%
平成37年度(2025年度)　26%（開始年度の2
倍）

令和元年度　13％
令和２年度　14％
令和３年度　16％
令和４年度　17％

プログラム担当者の多様化に関
する指標。

女性の学内プログラ
ム担当者の割合

平成31年度(2019年度)　15%
平成37年度(2025年度)　30%（開始年度の2
倍）

令和元年度　15％
令和２年度　15％
令和３年度　16％
令和４年度　17％

プログラム担当者の多様化に関
する指標。

海外大学・機関への
就職者数

平成31～34年度(2019年度～2022年度)　－
名／年
平成35～37年度(2023年度～2025年度)　10
名／年

令和元年度　－名／年
令和２年度　－名／年
令和３年度　－名／年
令和４年度　－名／年

知のプロフェッショナルの輩出
及び国際通用性に関する指標。

本事業に対する学内
資源、外部資金によ
る負担率

平成31～32年度(2019年度～2020年度)
12％
平成33～34年度(2021年度～2022年度)
30％超／年
平成35～37年度(2023年度～2025年度)
50％超／年

令和元年度　５％
令和２年度　26％
令和３年度　32％
令和４年度　52％

大学院改革とあわせた本取組の
内在化に関する指標。

※適宜行を追加・削除してください。

(機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム)
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◎本プログラムの学生受入に関する事項【１ページ以内】

本プログラムの学生受入開始（予定）年月日

本プログラムの学生受入予定人数

40（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） （ 0 ）

40（ 0 ） 40（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） （ 0 ）

40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） （ 0 ）

40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 0（ 0 ） （ 0 ）

40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） （ 0 ）

40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） （ 0 ）

40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） 40（ 0 ） （ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

本プログラムによる学位授与数（年当たり）の目標

H37
(2025) 200

③

平成35年度（2023年度）以降40名（年当たり）

H34
(2022) 160

H35
(2023) 200

H36
(2024) 200

H31
(2019) 40

H32
(2020) 80

H33
(2021) 120

H36
(2024) 200

H37
(2025) 200

博士課程（4年
制）1年

博士課程（4年
制）２年

博士課程（4年
制）3年

博士課程（4年
制）4年

計 合計

H34
(2022) 160

H35
(2023) 200

H33
(2021) 120

H31
(2019) 40

H32
(2020)

①

平成31年（2019年）9月24日受入開始予定

②

各年度における本学位プログラムの在籍予定学生数を該当する表に記入してください。括弧内はそのうち課程の途中から
編入を受け入れる予定数を記入してください（編入を受け入れる予定数は、年度ごとに記入してください。編入を行う予
定の年度の翌年度以降は、当該編入予定数は在籍予定学生数に含めてください。）。
※「プログラムの基本情報」（様式１）の「７．授与する博士学位分野・名称」に記載の学位を授与する予定の学生数を
記入してください。

※計及び合計欄は自動的に入力されます。

博士前期課程
1年

博士前期課程
2年

博士後期課程
1年

博士後期課程
2年

博士後期課程
3年

計

80

(機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム)
13



プ
ロ
グ
ラ
ム
内
容

【
シ
ス
テ
ム
づ
く
り
】
研
究
室
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
、
W

PI
の
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど

【
国
際
性
の
涵
養
】
学
内
・
国
外
留
学
、
英
語
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
、
国
際
キ
ャ
リ
ア
研
修
な
ど

【
社
会
性
の
涵
養
】
入
学
延
期
で
社
会
・
国
際
経
験
、
SD

G
授
業
、
起
業
演
習
な
ど

　
　
　
広
く
他
分
野
の
科
学
、
社
会
の
変
革
を
駆
動
す
る
人
材
へ

変
革
を
駆
動
す
る
先
端
物
理
・
数
学
プ
ロ
グ
ラ
ム

Fo
re

fr
on

t P
hy

si
cs

 a
nd

 M
at

he
m

at
ic

s 
Pr

og
ra

m
 to

 D
riv

e 
Tr

an
sf

or
m

at
io

n

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
特
色
、
卓
越
性
と
実
効
性

 
•
東
大
数
理
・
物
理
の
教
育
の
卓
越
性

•
ノ
ー
ベ
ル
賞

4人
、
フ
ィ
ー
ル
ズ
賞

1人
•

W
PI
の
国
際
性
と
分
野
融
合
、
シ
ス
テ
ム
改
革

の
実
績
の
優
位
性

•
外
国
人
５
割
、
国
際
共
著
８
割

•
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
大
学
院
で
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

実
績

•
基
礎
科
学
の
国
境
を
容
易
に
超
え
る
特
色

➡
新
し
い
タ
イ
プ
の
数
物
系
人
材
輩
出

養
成
す
る
人
材
像
と
課
題

 
•
数
学
・
物
理
の
教
育

➡
基
本
原
理
に
基
づ
く
論
理
的
な
思
考
力

➡
先
入
観
の
な
い
柔
軟
な
思
考

➡
科
学
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
の
開
拓

➡
急
激
に
変
化
す
る
社
会
に
も
適
応
す
る
課
題
解
決
能
力

•
こ
れ
を
使
っ
て
科
学
と
社
会
の
変
革
を
駆
動
す
る
人
材
育
成

•
実
際
に
欧
米
で
は
数
物
系
人
材
が
多
く
貢
献

エ
コ
ー
ル
ポ
リ
テ
ク
ニ
ー
ク
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
工
科

大
学

 (C
al

te
ch

)、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
大
学
バ
ー
ク
レ
イ

校
 (

U
C

 B
er

ke
le

y)
、
韓
国
高
等
科
学
院

 (
KI

AS
)、
国

立
台
湾
大
学
、
ス
イ
ス
連
邦
工
科
大
学
チ
ュ
ー
リ
ッ
ヒ

校
 (E

TH
)、
清
華
大
学
、
ソ
ウ
ル
国
立
大
学
、
ハ
ー
バ
ー

ド
大
学
、
プ
リ
ン
ス
ト
ン
大
学
、
北
京
大
学
、
リ
ヨ
ン

高
等
師
範
学
校
、
ロ
シ
ア
国
立
研
究
大
学
高
等
経
済
学

院
、
欧
州
原
子
核
研
究
機
構

 
(C

ER
N

)、
数
理
科
学
研

究
所

 (M
SR

I)、
フ
ラ
ン
ス
高
等
科
学
研
究
所

 (I
H

ES
)、

ポ
ー
ル
・
シ
ェ
ラ
ー
研
究
所

 (P
SI

)

日
本
製
鉄
株
式
会
社
、
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
、

 
株
式
会
社
マ
ク
ロ
ミ
ル

先
端

 
数
学
・
物
理

AI
 

デ
ー
タ
解
析

社
会
を
変
え
た
数
物
系
人
材
の
例

人
材
育
成
上
の
課
題
：
東
大
は
「
う
ま
く
い
き
す
ぎ
」
て
閉
鎖
的

(1
)高
度
専
門
性
を
広
く
社
会
に
適
用
し
よ
う
と
い
う
意
欲

(2
)専
門
分
野
を
越
え
て
広
く
発
信
で
き
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

(3
)ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
（
多
様
性
）
に
富
む
教
育
研
究
環
境
で
培
わ
れ
る

広
い
視
野

(4
)国
外
研
究
機
関
や
産
業
界
を
含
む
よ
り
広
範
な
分
野
へ
の
キ
ャ
リ
ア

志
向

の
醸
成
不
足

El
on

 
M

us
k

St
ev

e 
C

hu
D

on
na

 
St

ric
kl

an
d

G
un

na
r 

C
ar

ls
so

n
An

ge
la

 
M

er
ke

l

知
の
物
理
学
研
究
セ
ン
タ
ー

 
In

st
itu

te
 fo

r P
hy

si
cs

 o
f I

nt
el

lig
en

ce
 (i
π)

（機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム）
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様式２ 

（機関名：東京大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム ） 
 

（３）大学院全体のシステム改革【２ページ以内】 
（申請大学全体として大学院全体のシステムをどのように改革するのかについて、本事業による取組はどのような位置づけで、どの
ような役割を果たすのか、取組のどの様な要素を大学院全体に波及させるのかという観点から、具体的に記入してください。 
本事業において既に採択されたプログラムがある場合は、既採択プログラムの構想の中で示した大学院システム改革の取組状況を記
入するとともに、大学院システム改革と本事業による取組の関係を明確にしてください。） 
 
※ポンチ絵は不要です。 

【本事業による取組の位置づけ、果たす役割】 

 本学は、大学院改革を「UTokyo Compass「多様性の海へ：対話が創造する未来」」（後項(5)参照、以下「UTokyo 

Compass」）のもとで進める最重要の施策の1つと位置づけ、新たな価値創造に挑む「知のプロフェッショナル」の

育成に取組んでいる。現在、社会では産業構造の知識集約型への不連続転換が、急速に進行している。このような

社会の大きな変革を自ら主導する人材を育成する場としての大学院システムの改革と強化が急務である。特に、

AI・数理・データサイエンス、バイオテクノロジー、光・量子分野などの我が国の優位性を最大限活かして世界を

先導していくことが期待される領域や、社会課題解決のための多様な

ネットワーク構築、国際的なルール整備など領域横断・文理融合によ

りグローバルな貢献が期待される領域で活躍しうる、高度な博士人材

を質量ともに着実に育成する大学院システムを遅滞なく整備構築す

る必要がある。そこで右図に示す6つを最優先領域として、新たな学

位プログラムを創設し、高度大学院システムを遅滞なく整備する。本

申請プログラムは、その1つであり、「UTokyo Compass」のもとで進

める「国際卓越大学院（WINGS：World-leading Innovative Graduate 

Study）」（後項(5)参照）による東京大学の大学院教育改革を牽引し加

速させるために不可欠な事業である。 

【大学院教育のシステム改革を実行するための３つのポイント】 

 本事業は、新たな大学院教育のモデル事業として、旧来の制度やその運用習慣にとらわれることなく、集中投資

と新たな仕組みの導入により、システム改革を大学全体に波及させる起爆剤である。大学院強化は、未来を担う若

手研究者への先行投資であることを明確にし、総長によるリーダーシップのもと、マネジメント体制の強化と経営

資源の確保によって、これを着実に推進する。 

○大学院システム改革の実践と発展に向けた本事業の位置づけ 

 知識集約型社会への転換を先導するためには、分野融合による知の協創に向けた大学院改革が喫緊の課題であ

る。一方で、大学院が抱える課題やその対応策は、分野・領域ごとに異なる。そこで、各分野・領域の学術水準の

さらなる向上を図ると同時に、優先して取り組むべき課題を確認し、それを共有してシステム改革を多面的かつ同

時並行的に進める。それによって、分野や領域間の境界を低め、新たな融合領域を生むことを促進、奨励し、その

結果、大学全体のシステム改革を一気に加速する。上図の縦軸は分野融合をもって国際的優位性と卓越性をさらに

高める、また、横軸は既存の文・理の壁を越えて学際的・融合分野を担いうる高度人材の育成を強化するという意

図を示している。各軸の交差点には、プログラム間連携による相乗効果が期待できる具体的な課題が容易に設定で

き、全学の大学院改革をパッケージとして牽引する設計になっている。本申請プログラムを含む最優先領域の教

育プログラムには、「特区」として改革を先導するサンドボックス機能を付与する。学生・教員双方の組織間流動

を加速させるため、資質と志を有する学生が、所属研究科や専攻、さらには大学の枠を越えて縦横無尽に活動でき

る場を提供する。海外大学・研究機関・産業界等も組織の境界なく混然一体のフィールドとして活用する。学生

は、多分野での研究交流、人との繋がりによる触発を自身の専門研究に取り込みながら、研究を深化させ、新分野

を切り拓く。教員は、他分野の学生への指導や本申請プログラムを通じた学内外連携により、新たな視点で自らの

研究を拡張・発展させる。教育を受ける学生のみならず教育を提供する教員が共に、開かれた場の利点を十分享受

し改革に挑む。学生と教員が共に改革の当事者として意欲的に参画することで、大学院教育改革が全体に浸透す

る。多様な学問分野が共存する総合大学の特長を活かすことで、多角的かつ先駆的な融合分野の誕生とそれを担う

「知のプロフェッショナル」を輩出する。 

 本プログラムでは、サンドボックス機能を活用し、数物 WPI 大学院を構築する。本学の物理と数学は、世界ト

ップレベルの卓越した大学院教育の場を提供してきた。しかし現行システムは各分野毎（さらには各研究室レベル

で）極めて専門化した縦割り制度になっており、本プログラムで目指す「俯瞰力及び独創力並びに高度な専門性を

図1. 本事業の東京大学における位置づけ 
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様式２ 

（機関名：東京大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム ） 
 

備え、大学や研究機関を含む全てのセクターを牽引する卓越した博士人材」育成にはそぐわない面が多い。本提

案では、縦割りの研究室制度（専門・部局の壁）を超えてローテーションを行い、その後、専門（研究室）を決め

る。これは米国大学では普通に行われていることで、大学院入学後に専門を決める前に様々な授業を履修し、いく

つかの研究室の研究のテーマやスタイルを経験したのちに、もっとも興味を持つ研究を自主的に選ぶことを可能

にする。そのためモチベーションが高いだけでなく、俯瞰力を持った人材に育つ。また、WPI拠点での外国人研究

者のリクルートやサポート体制のノウハウを移入することで、今までのシステムを超えた留学生のリクルート、

mentoring（包括的指導）を可能にする。外国人学生と、日本人学生を同一の場で育て、異文化のぶつかり合う多

様で包摂的な（diverse & inclusive）研究・教育環境を整える。このシステムが実現すれば、部局の壁を超えて、

本学大学院全体のシステムを変革する起爆剤となる。実際、カブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli IPMU）で始まっ

たシステム改革の多く（クロスアポイントメント、市場原理に基づく柔軟な給与体制、バイリンガル職員など）

は全学、そして文部科学省高等教育局の国立大学改革プランを通じて全国に波及している。職員の仕事内容も「業

務改善総長賞」に6度も選ばれており、その多くが他の部局でも使われるようになっている。同様に、本提案での

卓越大学院プログラムでの改革が横展開して、全学、全国へ波及すると考えている。 

 総長がリーダーシップを発揮し大学改革を迅速に進めるために設置した部局横断の未来社会協創推進本部

（FSI：Future Society Initiative）（後項(5)参照）を司令塔として活用し、本プログラムが先導する大学院教

育システム改革を全学レベルで展開する。具体的には、多様な点検・評価の仕組みを導入し、個々のプログラムを

精査する中で本補助事業の成功事例を全学で共有し、さらなる事業の発展に活用する。また、社会の多様なセクタ

ーの委員で構成される FSIアドバイザリーボード（平成 30年度設置）からの意見も踏まえて、WINGSとして構築

しつつある教育プログラムの強化・統合・改廃を弾力的に行う。以上の仕組みを通して、未来のあるべき姿を描い

た上で、現在の諸課題を特定し、研究科や専攻の壁を越えた履修生の採用とプログラムの高度化により大学院の教

育機能を抜本的に改革し強化する。また、学生に身近な人物（上級生や修了生、連携企業の若手社員や起業家等）

や様々なセクターでの成功例をロールモデルとして「可視化」し、博士課程進学の促進やキャリア形成支援強化に

繋げる。 

○未来を担う若手研究者への先行投資 

① 優秀な若手研究者・外国人研究者の積極活用 平成 28 年度に導入した「若手研究者雇用安定化支援制度」及

び本学独自の「東大卓越研究員制度」は、未来の学術資源、国際競争力の源泉たる若手研究者への先行投資で

ある。これらにより、既に若手教員の安定的な雇用として約 200 ポストを確保したが、未だ十分とは言えず一

層の充実が必要である。本補助金を活用して、優秀な若手研究者や女性・外国人研究者の獲得を前倒しで行い、

融合領域での人材確保、人材育成への積極的活用等の人事運営をさらに加速する。また、多様な人材交流促進

など、学内の意識改革を進める。 

② 学生への自立支援の在り方の転換 給付型の支援に加え、新たな対価型支援として「オンキャンパスジョブ

（OCJ）」制度を展開する。研究の最先端に一刻も早く触れる機会を得ることは、学生の将来のキャリア形成に

も極めて重要であり、こうした機会を拡大していく。具体的な仕組みの一つとして、最優秀層の博士課程学生

を対象に、プロの研究者として実際に研究に関わることを通してキャリアを積んでいく卓越 RA 制度を平成 30

年6月から開始した。 

○トップマネジメントによる大学経営改革 

 総長のリーダーシップのもと教職員全員が一丸となって、マネジメント改革と財政基盤の強化を進め、好循環を

生みだす必要がある。まず、全体としてのスケールメリットを活かせるように、主要な経営資源を公開し、情報共

有を図った。さらなる経営の自立化を視野に入れて、積極的な資金調達と運用を可能にする財務マネジメント体制

を構築した。平成27年度以降、施設整備資金の多様化、維持管理費等のコスト管理、産学協創による収入拡大、

大学保有資産の有効活用、他法人による投資の呼び込み等を行った結果、財政の健全化の成果が出ている。これを

一層進める。国外からの新たな資金調達や、指定国立大学法人指定による制度改革も活用する（後項（6）参照）。

平成28年度から、学内の運営費交付金予算配分において、従来型の配分（基盤分）を7割とし、残り3割を本学

の基本方針（令和5年度現在：「UTokyo Compass」）の推進に戦略的に配分する方式に改めた。これにより、基盤

分を含め予算配分総額の47％（平成29年度）を重点事業に集中投資する仕組みが整った。 
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（４）プログラムの特色、卓越性【２ページ以内】 
（「最も重視する領域」を中心に、申請するプログラムが国際的な観点から見て有している特色、卓越性に関して記入してくださ 

本プログラムは、「①我が国が国際的な優位性と卓越性を示している研究分野」を最も重視する領域としている。

東京大学の物理学・数学の教育・研究環境は既に述べたとおり、世界トップレベルにあり、国際的優位性と卓越性

がある。本プログラムで要求されている「これまでの取組によって各大学に蓄積された人材や研究の強みを生か

し、我が国の未来の社会を支える国際的な競争力を備えた大学院を博士人材育成の場として形成していくこと」

の必要条件は満たしている。一方、この優位性と卓越性の裏返しとして存在する閉鎖性、多様性と社会性の欠如と

いう課題を解決するための取組については前述の通りである。この課題を克服すれば、世界トップの大学院プロ

グラムが実現できる素地が十分あると考えている。 

【特色1：2つのWPI(World Premier International Research Center Initiative)】 

 取組の国際的な観点から見て有している最大の特色は、世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)の経験・実

績、そして世界に類のない融合研究環境を大学院教育に活かすことである。カブリ数物連携宇宙研究機構(Kavli 

IPMU)は、2007年発足した、数学、物理学、天文学の連携により宇宙の起源と進化の解明を目指す融合研究拠点で

あり、発足10年後の評価でS評価を受け、同時に発足した5つのWPI拠点の中で唯一プログラム延長（5年間）

が認められた上、本学の先端研究組織として恒久化された。ニューロインテリジェンス国際研究機構(IRCN)は、

2017年に発足した、生命科学、医学、社会、数理、情報科学を融合した研究組織であり、新分野neurointelligence

を創成し、神経回路発達の基本原理と神経の動作原理に基づく革新的な人工知能(AI)の開発を目指し、「ヒトの知

性はどのようにして生じたか」を解明する究極の融合研究拠点である。 

 注目に値するKavli IPMUの2019年までの取組と実績を紹介すると、1) アメリカのカブリ財団による$12.5Mの

基金の獲得、浜松ホトニクスによる寄付講座の設置、2) システム改革によるクロスアポイントメント（コーディ

ネーター村山斉が日本最初の例である。）、3) 国外での研究活動を年に1–3ヶ月間義務化、4) 有効なアウトリー

チ、5) 外国著名女性研究者をロールモデルとする女子高校生・大学生向けのイベント、6) 6回の業務改革東京大

学総長賞受賞、7) ポスドクの世界公募で、毎年10–15人のポジションに700人以上の応募（8割以上が外国から

応募）、8) コア教員（教授･准教授）の37%が外国人、9) 国際共著論文比率が8割弱にのぼる、10) Oxfordの大

学院生を受け入れ指導している等が挙げられる。さらに、コーディネーター村山斉は日本で初めてMOOCでの講義

を世界発信し、今までに欧米のみならずパキスタン、西サハラなど世界から11万人を超える受講者があり、東京

大学の高いレベルの教育の発信に成功している。発展途上国の学生のためのスクールでも、しばしば講義をして

いる。またニューヨークの国連本部に呼ばれ、基礎科学が紛争を超えていかに世界を結びつけてきたかについて

講演した。 

 IRCNが2019年3月にポスドクや大学院学生を対象に、脳神経回路形成と脳機能数理モデルの進歩と最新の知識

を学び、異分野融合による新たなAI戦略立案とアプリケーション開発に関するグローバルなコラボレーションを

促すために開講した IRCN神経科学コンピュテーションコースには、定員 30名のところに国内外から 219名の応

募があった。2 つの WPI が作り出すユニークな融合研究環境を大学院教育の場とし、真に卓越した博士人材を育

成する、数物WPI大学院の実現を目指す。 

【特色2：数理科学研究科・理学系研究科における先進的取組の実績】 

 数理科学研究科と理学系研究科の優れた先行実績が、本プログラムの基盤となる。数理科学研究科では、スタデ

ィグループ・ワークショップを年間 3 回程度開催し、産業界等から提示された課題について数学の研究者や学生

が一週間程度の会期において集中的に議論を重ね、数学的なアプローチによる解決策を検討している。特に 3 回

のうち1回は、環境数理スタディグループとして、汚染予測などに関する課題に取り組んでいる。平成28年度か

らは、博士課程の学生を対象に、1年近くの長期間にわたり、製造業、コンサルタントなどの企業や気象、海洋関

係の研究所などから提示された課題の解決策について、グループワークとして検討を重ねる社会数理実践研究を

行っている。ワークショップにおいては、産業界等から提供された課題を、まず数学の問題として定式化し、提供

者のニーズに適合する方法をゼロベースから考え構築する必要がある。数学は、理学・工学他、既存理論の主張
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を、一貫した思考の枠組み上で理解し統合するための共通言語体系であるので、このような問題に対して、各自の

専門性を活かして、問題の本質を見抜き、関連する学術理論の原理・原則にのっとり、ニーズに最も適した課題解

決法の提案が可能である。社会数理実践研究のこれまでの成果は、「数理科学実践研究レター」として公表されて

いる（http://www.ms.u-tokyo.ac.jp/lmsr/index.html）。例えば、材料科学の問題に先端的な幾何学の成果を用い

るなど、画期的な研究が行われ、産業界からも高く評価されている。これらは、学生にとっては、学位論文に対す

る副論文の位置付けとなっており、このような研究に参加することは、自身の専門分野の汎用性についての認識

を広げるとともに、グループワークで様々な専門性を持つ学生と議論することにより、問題に対する多様なアプ

ローチの可能性を理解する機会となっている。数理科学研究科では、日本製鉄株式会社（旧新日鐵住金株式会社）

による社会連携講座「データサイエンスにおける数学イノベーション」が平成30年度より設置されている。この

社会連携講座では、材料科学でニーズの多い「非平衡」「不均質性」「階層性」を表現する数学理論を創出すること

を目指している。例えば、ミクロなスケールで観察される転移と呼ばれる格子欠陥とマクロなスケールでの強度・

粘性など、様々な階層にわたる現象を、転移の幾何学的な構造解析の理論の構築からとらえる。このような先端的

な数学を用いたアプローチは既存の機械学習が不得意としていたデータの外挿機能を強化し、少ないデータで多

くのことを表現することを可能にする。この講座に関連したものを含めて、産業界と複数の共同研究が進行して

いる。例えばhttps://avex.com/jp/ja/news/2018/sgw/では、最新の動画解析技術とデータサイエンスを活用して

「ダンスのスコア化を実現するプロジェクト」を実施している。 

 ダイバーシティに対する先進的取り組みについて、数理科学研究科の女性教員増加と、理学系研究科の大学院

教育の国際化を例として挙げる。数理科学研究科における女性の承継教員数は、2019年5月現在、教授1、准教授

3、助教2で承継教員の女性比率は 9.5%となっている。これは、2016年4月時点で6.6%であったことと比較して

改善されている。教授1は2017年4月に、東京大学「女性教員増加のための加速プログラム」に採用されたもの

である。また、助教のうち1名は、国立大学改革強化推進補助金「国立大学若手人材支援事業」によって雇用して

いる。さらに平成29年度に海外から女性特任教授を1名招聘した。増加する女性研究者を支援するために、専門

の事務職員を雇用している。今後、教授等の上位職につく女性の比率のさらなる増加を目指している。 

 また、女子学生比率を増やすため、女子中高生などを対象とした講演会、ワークショップなどを開催するととも

に、数学・数理科学を学んだ学生のキャリアパスを明確に示すためのキャリアデザインセミナーを定期的に開催

している。 

 一方、理学系研究科が、平成28年度より学内資源で実施しているGlobal Science Graduate Course (GSGC)は、

国際標準入学選抜方式によって海外から優秀な大学院学生を選抜する（9月入学、定員 11名、平均出願倍率 3倍

の実績）博士課程前期・後期一貫コースである。大学院教育の国際化の先行事例となっている。これまでに、中国、

台湾、韓国、シンガポール、インドネシア、インド、米国、カナダ国籍の学生が入学している。理学系研究科にお

いては、化学専攻が既に学部3・4年生及び大学院のすべての講義を英語で行っているほか、全専攻において、外

国人の履修生がいる場合には英語での授業を実施している。理学系研究科のシラバス、履修案内、事務手続き書類

のすべてが英語化されており、その実績をもとに、本プログラムの講義を含め、英語で実施できる体制が整ってい

る。また学務課、学生支援室には2ヶ国語以上での対応が可能な職員を配置し、海外からの学生に対して、生活や

講義履修、メンタル面でのサポート体制も整えている。 

 さらに、理学系研究科と数理科学研究科には、合計 4 つの博士課程教育リーディングプログラムを成功裏に実

施してきたマネジメント実績がある。逓減する補助金に対して年次進行で増加する学生支援経費を確保しながら

自立的なプログラムとして運営し、学生のニーズに応えた教育を提供することで、有為の人材を輩出している。 

【特色3：全学における社会連携・産学連携取組の実績】 

本学は、学生を対象とした起業やスタートアップ（ベンチャー）に関する講義・講座（アントレプレナー道場

等）を提供し、同時に、初期のスタートアップや将来スタートアップになるかも知れない学生の開発プロジェクト

への支援も行っている。また、大学院学生が自らの専門を越え幅広い視野を培い、専門の違う仲間と交流しつつ学

ぶことにより、課題設定能力や課題解決能力を身につけることを目的としたエグゼクティブ・プログラムも提供

している。本プログラムは、これらの本学の既存の先進的教育資源を縦横に活用する。 
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（５）学長を中心とした責任あるマネジメント体制【２ページ以内】 
（学長の考える現状の大学院システムの課題と、学長のリーダーシップの下でそれに対してどのように取り組むか、また、学長を中
心として構築される責任あるマネジメント体制を確保するための取組、大学全体の中長期的な改革構想の中での当該申請の戦略的な
位置づけ、高度な「知のプロフェッショナル」を輩出する仕組みの継続性の担保と発展性の見込みについて記入してください。） 
 
※ポンチ絵は不要です。 

【大学院システムの課題と大学全体の中長期的な改革構想における戦略的な位置づけ】 

 世界の経済・社会・産業はこれまで経験したことのない速さで変化している。この変化の要因となっているデジ

タル革命は第 4 次産業革命ともいわれ、産業構造の大きな転換を余儀なくした。人類社会の持続と発展のための

活動基盤や市場の仕組み、さらには社会システムを支える価値自身の転換はもはや避けて通ることはできない。

社会のあるべき長期ビジョンとして提起された Society 5.0 は、デジタル化のメリットを最大限に活用した「イ

ンクルーシブな社会」であり、その構築の過程で、価値創出の基礎が資本から知識や情報へシフトする。この転換

を先導し、新たな価値を実装する人材が「知のプロフェッショナル」であり、彼ら彼女らこそがよりよい人類社会

を選び取るための牽引役となるのである。大学は、そのようなグローバルに貢献しうる高度人材を育成する場で

あると同時に、知識集約型社会の姿を他に先がけて示す場とならねばならない。優秀な高度博士人材は、知識集約

型社会における最も重要な社会資本であり、その育成強化は未来に向けた最重要先行投資である。東京大学では、

この転換を見据えた上で大学の新たな役割を果たすべく、改革を進めている。本補助事業は、その中で最重要と位

置づける大学院改革の加速に不可欠であるだけでなく、改革を日本全体の大学院教育改革につなげ、日本が世界

に先がけて、知識集約型社会への転換を果たし、日本の国際的求心力を格段に向上させるためにも重要である。 

 第30代東京大学総長の就任（平成27年4月）に伴い策定した「東京大学ビジョン2020」（同年10月策定）で

は、人類社会における共通課題の解決に貢献し新たな知を創造する「知のプロフェッショナル」人材の育成を最

重要事項として掲げている。平成28年に開始した最優秀層の学生を対象とした修博一貫学位プログラム「国際卓

越大学院（WINGS）」は、そのための具体的な施策であり、第3期中期目標･中期計画の「戦略性が高く意欲的な目

標･計画」において主要な位置を占め、本学の指定国立大学法人構想（平成29年6月指定）でも明記されている。

なお、令和3年度の藤井総長の就任に伴い、本学の基本方針が「UTokyo Compass「多様性の海へ：対話が創造する

未来」」として新たに公表されたが、「知のプロフェッショナル」人材育成の位置付けには変更はない。 

 WINGSは、国際的優位・卓越性、文理融合・学際領域、新産業創出、学術的多様性を、大学院改革の4つの支柱

として設定し、完成形において 20程度のプログラムを組織横断的に展開する構想である。WINGS構想の具体化に

際して、全学の大学院教育の構想と実績に関する調査をもとに、4領域で育成すべき高度博士人材の総規模目標を

設定し、年度あたりの修了生を約 300名とした。これは本学博士課程修了者数の約 25％に相当し、日本学術振興

会のDC1、DC2の採択者をあわせて、本学からの高度博士人材の輩出を約2倍に拡大するものであるが、この目標

値は本学が継続的に育成すべき高度博士人材数の最低のラインである。したがって、本補助事業による支援を受

けて、本学における大学院教育改革を加速し、さらに充実・発展させて高度で恒久的な大学院システムを確立させ

るために極めて重要である。それによって、東京大学の事業に留まることなく、日本全体での大学院教育改革、ひ

いては大学全体のシステム改革が加速し、知識集約型社会を支える社会の基盤的インフラとして、大学がその機

能を十分に発揮できるようになることが期待できる。 

 知識集約型社会への転換を先導するためには、グローバルな舞台で存分に活躍できる高度人材の育成が急務で

ある。現在の、専門分野が蛸壺的に並存する縦割り構造のもとでの大学院教育では、変革を先導し新たな学術分野

のシナジーを生む社会的価値を創造しうる人材を育てることは難しい。本申請プログラムは、新たな学術分野を

構築・創造し実現する人材育成の突破口として位置づけられるものであり、知識集約型社会の要請に対応しうる

高度博士人材をより広範に輩出する大学院システムモデルを提示し、大学院の抜本的改革を実現する。 

 本申請プログラムの実施遂行を通して、WINGS構想を総合的に進め、本補助期間終了時点において自立的な運営

に完全移行する。修士課程学生への経済的な自立支援は、優秀人材の博士進学を促す上で極めて効果的であるこ

とが博士課程教育リーディングプログラムを実施・運営した経験から明らかとなっているので、本プログラムで

も継続する。本補助事業でカバーできない部分は、多様化を進めている学内外財源を活用して対応する。博士課程

支援の補助事業の中で最も大きな割合を占めていた博士後期課程学生への給付型支援は、学修・研究に集中させ

るための支援として機能していた。しかし、本事業で狙う、知識集約型社会への転換を担う人材を育成し、大学を

新しい社会モデルを先行実施する場とするという視点に立つと、これだけでは不十分である。新しい機能を付与

するためには、大学院学生を知の価値創造活動を担うパートナーとして積極的に位置付け、博士課程での研究活
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動や知識集約型社会に向けた諸事業への貢献に対し、報酬として支給する仕組みを整える。このことは、学位取得

を目指す学生たちの生活を安定・自立させ、高度博士人材の育成へとつながる近道ともなっていく。 

【総長を中心とした責任あるマネジメント体制】 

本学は、平成29年7月、指定国立大学法人構想を契機として「東京大学ビジョン2020」をさらに拡張したビジ

ョンの実現化を進めるために、総長を司令塔とする「未来社会協創推進本部（FSI：Future Society Initiative）」

を設置した。FSIでは、総長の強力なリーダーシップの下、組織の縦割りや階層を超えた全学的な視点からの戦略

的ビジョンを策定し、最重要課題である教育･研究力の強化を、国際協働や産学協創等を含めて推進する体制を構

築している。 

 本申請プログラムはグローバルで高度な国際的卓越人材を育成する突破口であり、本学が提唱する WINGS 構想

の実現を左右する極めて重要な位置づけにある。そこでFSIの下に「国際卓越大学院タスクフォース」（座長：大

学院改革担当理事）を設置し、WINGSを全学的な観点から推進・評価・検証する機能と権限を付与し、大学院教育

の改善や質の保証に関する全学的体制を確立した。このことで、総長が、タスクフォースでの議論、評価を情報共

有し、従来の縦割りの大学院教育ではカバーしきれない上述の４つの領域の将来を担う高度博士人材を継続的に

育成できるよう、的確な状況判断と諸対応への適切な指示を行うことのできるマネジメント体制を整えた。さら

に、FSIアドバイザリーボードを平成 30年 5月に設置し、産官学民の多様なセクターの意見を取り入れている。

これを活用し、産官民とビジョンを共有し、幅広い視点から教育・人材育成等について討議し、本事業についても

フィードバックを得ている。 

 さらに、総長の下に、理事・副学長が座長を務める大学院教育検討会議を設置し、全研究科の教員の代表（副研

究科長等）と、本学が平成 28年から実施している国際卓越大学院(WINGS)20拠点で構成されている。この場にお

いて WINGS のなかから卓越大学院(WISE)に選定された本プログラム他 2 拠点は大学院教育改革のリーディングエ

ッジとして様々な施策を推進しており、そのグッド・プラクティスのWINGS全体への共有を図っている。 

【高度な「知のプロフェッショナル」を輩出する仕組みの継続性の担保と発展性の見込み】 

 本学では、21世紀COEプログラム、グローバルCOEプログラム、卓越した大学院拠点形成支援補助金、博士課

程教育リーディングプログラム等の実践を通じて大きな成果を上げてきた。例えば、本学の 9 つのリーディング

プログラムの学生規模は、同事業全体の約 3分の 1（平成 29年度修了者ベース）を占める。これは本学が我が国

における優秀な博士人材の育成に質･量ともに大きく貢献してきたことを示している。特にリーディングプログラ

ムにおいてディプロマポリシーをベースとした学位プログラム制度を確立したことも強調に値する。これにより、

部局の枠を越えた連携や融合、文理を超えた分野横断型の学位プログラムの設立が促進され、産業界や海外研究

機関等との連携が加速された。さらに、事業運営にあたっては、質保証の仕組み、全学的なプロパティマネジメン

トを活用した共有スペースの確保、URAの重点配置による支援体制の確立等の取組を恒久的な仕組みとして定着さ

せた。また、平成28年には、リーディングプログラムの補助期間終了後の継続を決定した。このように、本学で

は、高度な専門性に加えて俯瞰力及び独創力を備えた高度博士人材育成の経験と実績を十分に有しており、継続

的にプログラムの課題や改善点を全学で共有している。前項(3)で述べたトップマネジメントによる新たな大学経

営モデルと併せて、本申請事業を即座に推し進めることができ、補助期間終了後も継続できる準備は整っている。 

 また、世界市場からより多くの優秀な学生を確保することは本学にとって極めて重要である。そこで本学では、

世界の一流校における標準のアドミッション制度に整合したGlobal Science Graduate Course（GSGC）を平成28

年度から大学院理学系研究科において開始した。本申請プログラムでは、GSGCモデルの展開を図りつつ WINGS構

想全体を世界にアピールできるものとしていく計画である。本学が総合大学としての強みを活かし、WPI・附置研

究所・全学センター等を含む研究拠点ネットワークや基礎科学分野をはじめとした国際的に卓越した研究力等の

卓越性とスケールメリットを最大限に活用し、高度な「知のプロフェッショナル」人材育成をいち早く実現する。 

 さらに、本申請プログラムを通じて、産業界や研究開発法人等との組織対組織の連携･協力も加速させ、産学官

全体を新時代に備えた形へと変革する駆動力を生み出す。本学では既に、日立･東大ラボ、NECとの戦略的パート

ナーシップ協定、ダイキン工業との産学協創協定、つくば-柏-本郷イノベーションコリドー構想等が始動してお

り、産学協創･ベンチャー起業等を通じた知の社会還元やイノベーションの創出にもつなげている。また、理化学

研究所、産業技術総合研究所、物質・材料研究機構等との連携協定に基づく共同研究、人事交流等の豊富な実績が

ある。このような連携事業には、人材育成のミッションも含まれており、全学として本申請プログラムの補助期間

終了後の継続の基盤ともなる。 
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（６）学位プログラムの継続、発展のための多様な学内外の資源の確保・活用方策【１ページ以内】 
（学位プログラムの継続、発展のための学内外資源に関し、①確保のための方策、②活用の方策について、様式５－１、様式５－
２との関連及び具体的な算出根拠を示しつつ、記入してください。） 

 
※ポンチは不要です。 

【学位プログラムの継続、発展のための全学としての財源基盤の確立】  

 本学の大学院教育システム改革を具現化する WINGS構想は、本申請プログラムを含む 20 程度のプログラムを

組織横断的に展開することで完成する。大学全体で緊急性の高い領域を中心に設計された同構想を実現し、維持、

発展的に継続するには、前項（3)に示した総長のリーダーシップによる大学経営改革によって、サステイナブル

な財源基盤を確立する。具体的には、予算配分の透明化による財政の健全化、本学の基本方針「東京大学ビジョ

ン2020」及び「UTokyo Compass」の共有による重点領域への戦略的資源配分、グローバル化を捉えた新たな資金

調達（日本企業の外国法人と連携した寄付や共同研究の受け入れ、現地での優秀な留学生の採用と支援等）、そし

て指定国立大学法人への指定により実現した制度改革（大学発ベンチャーに関する新株予約権取得の要件緩和、

不動産や株式等の評価性資産に関する寄附税制の見直し、寄附金収入等の弾力的な運用等）等により、基盤財源

のより一層の充実を図る。さらに、競争的研究資金の直接経費の一部を活用も視野に入れ、財源の多様化を図る。 

 これに加えて、未来社会協創推進本部（FSI）の活動等を通じてビジョンを共有し、取組を「可視化」する中で、

経費積み上げ型の従来型財源ではなく、社会や企業の理解と賛同を得ながら、さらなる支持・支援を呼び込み、

WINGS 総体として高度人材育成を支えるサステイナブルな仕組みを構築する。このための全学的な仕組みとして

「東京大学未来社会協創(FSI)基金」を活用する。日立･東大ラボ、NEC との戦略的パートナーシップ協定、ダイ

キン工業との産学協創協定(100 億円/10 年)など、産学協創推進本部が主導する大型の産学連携の活動経費の一

部や、既にある 10 億円規模の寄付を基金とする運用益、不動産の貸し付け等を一元管理して、各々の財源提供

側の趣旨とマッチングの良いプログラムへ学外資金を提供し、プログラム群の継続を支援する。個々のプログラ

ムが企業等から学外資金を得てプログラムを継続する方策も併用するが、真に持続可能なプログラム運営には、

総長のリーダーシップによる組織的な財源構築が不可欠である。補助期間中にこれらの財源に関連する施策の加

速と定着を図り、申請プログラムの継続・発展を確実にしていく。 

【プログラムにおける財源の確保及び活用の方策】 

 カブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli IPMU）ではすでに米国民間財団であるカブリ財団より$12.5Mの基金を確

保し、毎年約 7000 万円程度の運用益を得ている。この経験を生かし、寄付文化が発達し税制上の優遇が厚いア

メリカで寄付集めを推進し、カブリ財団に運用を任せて、その運用益を受け取るスキームを追求している。また

基礎科学の研究の純粋目的のために、浜松ホトニクスKKから年間2000万円の寄付を受け、冠教授「浜松教授」

を作った。ニューロインテリジェンス国際研究機構（IRCN）は、中国上海に本社を置くシャンダ･ゲームスの創業

者Chen氏から、年間約一億円の寄付を受ける予定である。 

 数理科学研究科は、日本製鉄との社会連携講座「データサイエンスにおける数学イノベーション」（年間1,500

万円程度の寄付）で、特任准教授1名、特任助教1名を雇用している。アビームコンサルティング等との共同研

究では、ビッグデータ解析の実践等に従事する学生に、オンキャンパスジョブとして共同研究経費を用いて経済

支援を行う体制をとっている。企業等からの寄付金を含む数理科学研究科基金によって、学生の海外渡航費など

の補助を行っている。企業からの寄付金による数理科学研究科大学院生への奨学金支給は、平成 31 年度は日本

生命1名、ADK2名である。 

 本申請プログラムでは、完成年度では総額9億円程

度の事業規模を想定している。選抜された優秀な学生

の自立支援のための経費として、全学財源 20億円を

構築後そこから約3億円を充てる。本プログラムの補

助金を若手研究者や教育支援者の獲得、プログラムの

実施に必要な設備備品等の整備として先行投資し、プ

ログラムを速やかに立ち上げる。上述の新たな大学経

営モデルによる多様な財源の有効活用と本プログラ

ム独自の国内外からの寄付金獲得によって、学年進行

に伴う学生支援経費の増加、補助金逓減に適切に対応

し、本プログラムを恒久化する（図2）。 

図2. 新たな大学経営モデルによって多様化された財源を活用した 

プログラムの恒久化 
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（７）大学院教育研究に係る既存プログラムとの違い【１ページ以内】 
＜プログラム担当者が、大学院教育研究にかかる既存のプログラムを継続実施中の場合のみ記載。それ以外の場合は該当なしと記
載。＞ 
（現在国の教育・研究資金により継続実施中である大学院教育研究に係るプログラム（博士課程教育リーディングプログラム、そ
の他研究支援プロジェクト等）に、当該申請のプログラム担当者が関わっている場合（プログラム責任者として複数プログラムに
関与している場合を除く）には、当該プログラム及び関与しているプログラム担当者の氏名を明記の上、プログラムの内容、対象
となる学生、経費の使用目的等、本プログラムとの違いを明確に説明してください。 
特に博士課程教育リーディングプログラムについては、国の補助期間が終了している場合についても、継続されているプログラム
との違いを上記にならい記述してください。） 

 
※ポンチ絵は不要です。 

 

 本卓越大学院で養成する人材像は、諸科学の進展に本質的な寄与ができるような、高度な数学を創成、展開す

る先端数理科学の博士人材および情報数理、数理生物学、環境数理、産業数理の専門家として、産業界や行政で

リーダーシップを発揮する博士人材である。 

 「FMSP数物フロンティア・リーディング大学院」は、産業界など社会からの課題に対して、先端的な数学、物

理学等の専門性を活かして取り組む、分野横断型のグループワーク「社会数理実践研究」を実施している（関与

した本プログラム担当者は下記＊参照）。FMSP修了生のアカデミア以外のキャリアは、NEC中央研究所、NTTデー

タ、日本製鉄、ALBERT、Bosch、PwC、三菱UFJモーガン・スタンレー証券、ワークスアプリケーションズ、海洋

研究開発機構、理化学研究所、文部科学省、国土交通省等、多岐にわたっている。FMSP修了生を採用した企業か

らは「FMSP修了者のように、数学の専門性を究め実践研究を経験している人材であれば、先入観なしにデータ提

供者と対話が出来、問題の本質を見抜き、関連する学術理論の原理・原則にのっとり、ニーズに最も適した課題

解決法の提案が可能である。」との評価を得ている。 

 「ALPSフォトンサイエンス・リーディング大学院プログラム」(補助期間終了後評価S)は、光科学をキーワー

ドにし、「光とその量子（フォトン）」について、性質の研究、創る研究、使った研究を行っている研究者を動員

し、主に、日本人学生を対象として、博士人材育成を行なった（関与した本プログラム担当者は下記＊＊参照）。博

士人材の出口の可能性を広げ、学術界のみならず、広く産業界にも博士人材を輩出することに成功し、高い評価

を得ている。 

 一方、本卓越大学院構想は、FMSPおよび ALPSにおける人材育成の教育プログラムのノウハウ特に、マネジメ

ントのノウハウを踏襲しているが、その内容および目的は全く異なる。本プログラムでは、量子や次世代AIをキ

ーワードとする科学変革、SDGsの達成をキーワードとする社会変革、これらの変革を駆動する人材育成という明

確な目標のもとに深化させ、さらに広汎なセクターにおける課題解決を牽引する人材を養成することを目的とす

る。育成する人材は、先端的な数学・物理・（ビッグデータを含む）情報処理のトレーニングを受け、SDGs 達成

に果敢に取組む高度博士人材であり、数学・物理に関する世界トップクラスの研究経験を持つと同時に、極めて

高い国際性、広い視野、高度なコミュニケーション能力を持ち、あらゆるセクターでリーダーシップを発揮する

プロフェッショナルである。国内のみならず国外から学生を受け入れ、英語を第一言語として Ph.D.トレーニン

グを行う。さらに、WPI拠点として、高い評価を受けているカブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli IPMU）で培わ

れたシステム改革の施策や手法を我が国の大学院教育改革に展開し、数物WPI大学院の構築を目指すプログラム

であり、その内容は極めてユニークである。 

 

＊ 村山 斉、村尾 美緒、吉田 直紀、井出 哲、佐藤 薫、Willox, Ralph、河東 泰之、河野 俊丈、小林 俊行、斎藤 毅、

齊藤 宣一、志甫 淳、辻 雄、平地 健吾、古田 幹雄、山本 昌宏、吉田 朋広、阿部 知行、大栗 博司、Kapranov, Mikhail、

戸田 幸伸、中島 啓、Hellerman, Simeon、堀 健太朗、Milanov, Todor、山崎 雅人、中川 淳一、本間 充 

＊＊ 上田 正仁、櫻井 博儀、星野 真弘、大越 慎一、小澤 岳昌、山内 薫、香取 秀俊、古澤 明、小芦 雅斗、梶田 隆章 
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様
式

４

（
単

位
：
千

円
）

H
3
1
/
R

1
R

2
R

3
R

4
R

5
R

6
R

7

5
4
9
,9

0
0

5
5
0
,7

1
0

5
4
6
,0

0
0

4
9
5
,6

0
9

3
6
2
,7

3
9

3
0
4
,5

7
7

1
8
3
,3

0
0

4
2
3
,0

0
0

4
2
4
,3

2
0

4
2
0
,0

0
0

3
9
3
,9

3
0

2
7
9
,0

3
0

2
3
4
,2

9
0

1
4
1
,0

0
0

1
2
6
,9

0
0

1
2
6
,3

9
0

1
2
6
,0

0
0

1
0
1
,6

7
9

8
3
,7

0
9

7
0
,2

8
7

4
2
,3

0
0

5
4
6
,8

8
0

5
5
0
,7

1
0

4
9
1
,0

0
0

4
6
1
,7

5
4

4
1
9
,9

8
0

4
2
4
,3

2
0

3
6
5
,0

0
0

3
6
7
,8

8
8

1
2
6
,9

0
0

1
2
6
,3

9
0

1
2
6
,0

0
0

9
3
,8

6
6

学
内

外
資

源
（
資

金
計

画
）

3
4
,3

0
0

1
3
2
,5

8
0

2
4
3
,6

0
0

4
4
4
,1

9
0

6
1
4
,5

1
0

6
5
7
,8

7
0

7
6
4
,3

0
0

学
内

外
資

源
（
実

績
/
見

込
み

）
2
2
,0

0
4

1
1
1
,1

1
5

2
0
0
,7

8
6

3
7
4
,1

3
7

6
1
4
,5

1
0

6
5
7
,8

7
0

7
6
4
,3

0
0

（
学

内
外

資
源

内
訳

）

学
内

資
源

（
法

人
運

営
費

等
）

2
2
,0

0
4

6
0
,4

5
0

5
9
,2

8
2

7
7
,9

2
5

3
4
4
,3

1
0

3
5
5
,7

8
0

4
3
2
,2

1
0

0
1
7
9

4
0
4

0
2
9
,2

0
0

2
9
,2

0
0

2
9
,2

0
0

0
1
,1

8
8

8
2
,5

3
3

1
7
9
,5

1
1

1
7
,4

0
0

1
9
,0

0
0

2
0
,0

0
0

0
0

1
,2

6
9

1
,3

2
5

4
4
,8

0
0

4
4
,8

0
0

4
4
,8

0
0

0
0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

0
9
,2

9
8

5
7
,2

9
8

1
1
5
,3

7
6

1
1
8
,8

0
0

1
4
4
,0

9
0

1
6
8
,0

9
0

現
金

換
算

可
能

な
も

の
0

4
0
,0

0
0

0
0

5
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

令
和

元
年

度
採

択
プ

ロ
グ

ラ
ム

　
中

間
評

価
調

書

卓
越

大
学

院
プ

ロ
グ

ラ
ム

　
経

費
関

係
調

書
（
中

間
評

価
後

修
正

変
更

版
）
※

中
間

評
価

時
か

ら
の

修
正

資
金

実
績

・予
定

表 年
度

学 外 資 源 ( 外 部 資 金 等 )

共
同

研
究

収
入

受
託

研
究

収
入

補
助

金
交

付
額

補
助

金
実

績
額

う
ち

直
接

経
費

う
ち

間
接

経
費

う
ち

直
接

経
費

う
ち

間
接

経
費

寄
附

金
収

入

基
金

収
入

そ
の

他
収

入

（　
【１

９
０

４
】　

機
関

名
：
　

東
京

大
学

　
プ

ロ
グ

ラ
ム

名
称

：
　

変
革

を
駆

動
す

る
先

端
物

理
・
数

学
プ

ロ
グ

ラ
ム

　
）
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様
式

４

次
年

度
へ

の
繰

越
3
,0

2
0
千

円

主
な

用
途

：
消

耗
品

費
・
人

件
費

・
謝

金
・
国

内
旅

費
・
外

注
費

・
光

熱
水

料
・
そ

の
他

（
諸

経
費

）
（
う

ち
委

託
費

以
外

）

前
年

度
か

ら
の

繰
越

3
,0

2
0
千

円

そ
の

他
収

入
：
科

研
費

等

主
な

用
途

：
設

備
備

品
費

・
消

耗
品

費
・
人

件
費

・
謝

金
・
外

国
旅

費
・
印

刷
製

本
費

・
光

熱
水

料
・
そ

の
他

（
諸

経
費

）
（
う

ち
委

託
費

以
外

）

現
金

換
算

可
能

な
も

の
の

内
容

：
量

子
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

利
用

料

次
年

度
へ

の
繰

越
5
5
,0

0
0
千

円

そ
の

他
収

入
：
J
S
R

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

ダ
イ

キ
ン

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

Q
-
L
E
A

P
卓

越
R

A
、

特
別

研
究

員
研

究
奨

励
金

、
科

研
費

等

主
な

用
途

：
設

備
備

品
費

・
消

耗
品

費
・
人

件
費

・
謝

金
・
外

国
旅

費
・
通

信
運

搬
費

・
光

熱
水

料
・
そ

の
他

（
諸

経
費

）
（
う

ち
委

託
費

以
外

）

前
年

度
か

ら
の

繰
越

5
5
,0

0
0

千
円

、
繰

り
越

し
た

直
接

経
費

の
内

2
6
,0

4
2
千

円
＋

間
接

経
費

7
,8

1
3
千

円
返

納

そ
の

他
収

入
：
J
S
R

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

ダ
イ

キ
ン

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

Q
-
L
E
A

P
卓

越
R

A
、

特
別

研
究

員
研

究
奨

励
金

、
科

研
費

等

主
な

用
途

：
設

備
備

品
費

・
消

耗
品

費
・
人

件
費

・
謝

金
・
外

国
旅

費
・
光

熱
水

料
・
そ

の
他

（
諸

経
費

）
（
う

ち
委

託
費

以
外

）

そ
の

他
収

入
：
J
S
R

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

ダ
イ

キ
ン

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

Q
-
L
E
A

P
卓

越
R

A
、

特
別

研
究

員
研

究
奨

励
金

、
科

研
費

等

主
な

用
途

：
設

備
備

品
費

・
消

耗
品

費
・
人

件
費

・
謝

金
・
外

国
旅

費
・
通

信
運

搬
費

・
会

議
費

・
光

熱
水

料
・
そ

の
他

（
諸

経
費

）
（
う

ち
委

託
費

以
外

）

現
金

換
算

可
能

な
も

の
の

内
容

：
量

子
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

利
用

料

そ
の

他
収

入
：
J
S
R

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

ダ
イ

キ
ン

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

Q
-
L
E
A

P
卓

越
R

A
、

特
別

研
究

員
研

究
奨

励
金

、
科

研
費

等

主
な

用
途

：
設

備
備

品
費

・
消

耗
品

費
・
人

件
費

・
謝

金
・
外

国
旅

費
・
通

信
運

搬
費

・
会

議
費

・
光

熱
水

料
・
そ

の
他

（
諸

経
費

）
（
う

ち
委

託
費

以
外

）

現
金

換
算

可
能

な
も

の
の

内
容

：
量

子
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

利
用

料

そ
の

他
収

入
：
J
S
R

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

ダ
イ

キ
ン

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
、

Q
-
L
E
A

P
卓

越
R

A
、

特
別

研
究

員
研

究
奨

励
金

、
科

研
費

等

主
な

用
途

：
設

備
備

品
費

・
消

耗
品

費
・
人

件
費

・
謝

金
・
外

国
旅

費
・
通

信
運

搬
費

・
会

議
費

・
光

熱
水

料
・
そ

の
他

（
諸

経
費

）
（
う

ち
委

託
費

以
外

）

現
金

換
算

可
能

な
も

の
の

内
容

：
量

子
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

利
用

料

＜
記
入
要
領
＞

①
金
額
は
千
円
単
位
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪学
内

外
資

源
の

確
保

に
向

け
た

取
組

状
況

・
卓

越
大

学
院

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

生
へ

の
経

済
的

支
援

に
つ

い
て

は
、

大
学

全
体

と
し

て
措

置
す

る
方

針
が

決
定

さ
れ

た
。

・
経

営
資

源
の

効
率

的
活

用
（
健

全
化

）
及

び
新

た
な

財
源

の
獲

得
（
多

様
化

）
の

全
学

の
財

務
戦

略
に

よ
り

サ
ス

テ
イ

ナ
ブ

ル
な

財
源

基
盤

の
確

立
に

努
め

て
い

る
。

・
健

全
化

に
つ

い
て

は
、

学
内

資
金

計
画

に
お

い
て

、
そ

の
使

途
や

金
額

な
ど

、
引

き
続

き
精

査
す

る
こ

と
に

よ
り

資
金

の
確

保
を

促
す

。
・
全

学
で

の
財

源
多

様
化

の
一

環
と

し
て

、
総

長
の

リ
ー

ダ
シ

ッ
プ

の
も

と
に

産
学

連
携

を
促

進
し

、
本

学
が

IB
M

と
締

結
し

た
「
J
ap

an
–
IB

M
 Q

u
an

tu
m

 P
ar

tn
e
rs

h
ip

」
を

量
子

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

協
議

会
へ

展
開

し
、

産
業

界
と

の
連

携
を

強
化

す
る

。
・
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
お

い
て

も
、

企
業

等
と

連
携

し
た

奨
学

金
制

度
を

構
築

し
、

外
部

機
関

の
奨

学
金

へ
申

請
す

る
こ

と
を

プ
ロ

グ
ラ

ム
生

に
推

奨
す

る
。

令
和

5
年

度
ま

で
に

関
連

専
攻

に
よ

る
J
S
R

や
Q

-
L
e
ap

、
ダ

イ
キ

ン
工

業
株

式
会

社
と

連
携

し
た

フ
ェ

ロ
ー

シ
ッ

プ
に

プ
ロ

グ
ラ

ム
生

1
2
名

が
採

択
さ

れ
た

。
・
外

部
機

関
の

奨
学

金
や

学
内

資
源

で
運

営
し

て
い

る
グ

ロ
ー

バ
ル

サ
イ

エ
ン

ス
国

際
卓

越
大

学
院

プ
ロ

グ
ラ

ム
（
G

lo
ba

l 
S
c
ie

n
c
e
 G

ra
du

at
e
 C

o
u
rs

e
: 
G

S
G

C
）
に

採
択

さ
れ

た
学

生
を

プ
ロ

グ
ラ

ム
生

と
し

て
採

用
し

て
い

る
。

令
和

5
年

度
ま

で
に

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

生
6
名

が
G

S
G

C
、

国
費

外
国

人
留

学
生

制
度

、
ロ

ー
タ

リ
ー

米
山

記
念

奨
学

金
に

よ
り

生
活

費
相

当
の

経
済

的
支

援
を

受
け

て
い

る
。

・
寄

付
金

を
始

め
と

し
た

そ
の

他
の

外
部

資
金

獲
得

に
も

積
極

的
に

努
め

る
。

寄
附

金
の

受
け

入
れ

の
た

め
F
o
P

M
支

援
基

金
を

4
年

8
月

に
設

置
し

、
本

部
渉

外
部

門
と

連
携

し
て

個
人

や
企

業
へ

訴
求

し
て

い
る

。
本

支
援

基
金

で
募

っ
た

寄
付

に
よ

り
プ

ロ
グ

ラ
ム

運
営

費
（
特

に
プ

ロ
グ

ラ
ム

生
の

海
外

派
遣

に
必

要
な

経
費

）
を

獲
得

す
る

こ
と

を
目

指
し

て
い

る
。

備
考

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
運
営
に
当
た
り
、
補
助
金
以
外
の
資
金
が
ど
れ
く
ら
い
投
入
・
活
用
さ
れ
て
い
る
か
の
現
況
及
び
今
後
の
計
画
を
把
握
す
る
た
め
、
「補
助
金
交
付
額
（う
ち
直
接
経
費
）」
及
び
「補
助
金
交
付
額
（う
ち
間
接
経
費
）」
に
は
、
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
各
事

業
年
度
の
直
接
経
費
と
間
接
経
費
を
そ
れ
ぞ
れ
記
入
し
て
く
だ
さ
い
（
H
31
/
R
1
年
度
か
ら
R
3年
度
は
交
付
決
定
額
、
R
4年
度
以
降
は
申
請
予
定
額
）。
H
31
/R
1年
度
か
ら
R
3年
度
の
「補
助
金
実
績
額
（直
接
経
費
）」
及
び
「補
助
金
実
績
額
（間
接
経
費
）」
は
、
各
年

度
の
実
績
報
告
書
の
金
額
と
一
致
す
る
よ
う
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

プ
ロ
グ
ラ
ム
に
係
る
法
人
運
営
費
の
具
体
的
な
例
と
し
て
は
、
学
長
裁
量
経
費
、
授
業
料
減
免
と
し
て
の
措
置
分
、
教
育
研
究
支
援
経
費
相
当
と
し
て
の
措
置
分
と
い
っ
た
も
の
を
想
定
し
て
い
ま
す
。

法
人
運
営
費
と
し
て
算
出
さ
れ
る
も
の
と
し
て
は
、
主
と
し
て
④
の
よ
う
に
個
別
の
事
項
と
し
て
各
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
措
置
し
て
い
る
も
の
を
想
定
し
て
お
り
、
本
来
法
人
運
営
費
で
支
出
す
べ
き
内
容
の
経
費
（補
助
金
以
外
の
財
源
で
雇
用
さ
れ
て
い
る
本
務
教
員
の
人
件
費
、

共
通
設
備
費
　
等
）に
つ
い
て
は
算
出
の
対
象
外
と
し
ま
す
。
な
お
、
以
前
は
補
助
金
で
支
出
し
て
い
た
経
費
で
、
補
助
金
の
予
算
減
に
対
応
し
て
法
人
運
営
費
・外
部
資
金
か
ら
支
出
し
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
算
出
に
加
え
て
く
だ
さ
い
。

プ
ロ
グ
ラ
ム
に
係
る
外
部
資
金
の
う
ち
、
「
そ
の
他
収
入
」に
該
当
す
る
も
の
が
あ
れ
ば
、
備
考
欄
に
具
体
的
な
資
金
名
に
つ
い
て
も
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

法
人
運
営
費
、
外
部
資
金
の
算
出
に
当
た
っ
て
は
、
上
記
を
踏
ま
え
、
実
績
報
告
書
上
の
「
自
己
収
入
額
」と
し
て
計
上
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
も
、
該
当
が
あ
れ
ば
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

「
学
内
外
資
源
（資
金
計
画
）」
に
は
、
申
請
時
の
計
画
調
書
（採
択
後
提
出
版
）様
式
５
－
１
「
卓
越
大
学
院
プ
ロ
グ
ラ
ム
資
金
計
画
表
」の
「学
内
外
資
源
」の
各
年
度
の
金
額
と
一
致
す
る
よ
う
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
「学
内
外
資
源
内
訳
」に
は
、
学
内
資
源
（運
営
費

交
付
金
、
授
業
料
収
入
、
雑
収
入
等
）、
学
外
資
源
（
共
同
研
究
収
入
、
受
託
研
究
収
入
、
寄
附
金
収
入
、
基
金
収
入
、
そ
の
他
収
入
）を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
（H
31
/R
1年
度
か
ら
R
3年
度
は
実
績
額
、
R
4年
度
か
ら
R
7年
度
は
見
込
額
）。
ま
た
、
現
金
換
算
可
能
な
も
の

に
つ
い
て
も
、
そ
の
相
当
額
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

法
人
運
営
費
、
外
部
資
金
の
記
入
に
当
た
っ
て
は
、
各
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
運
営
に
係
る
も
の
の
う
ち
、
特
に
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
係
る
も
の
と
し
て
算
出
が
可
能
な
も
の
の
合
計
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

→
特
に
、
法
人
運
営
費
に
つ
い
て
は
、
基
盤
的
経
費
と
の
切
り
分
け
が
で
き
な
い
も
の
も
多
数
あ
る
と
想
定
さ
れ
る
た
め
、
各
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
係
る
法
人
運
営
費
全
て
の
算
出
が
困
難
な
場
合
に
は
、
全
額
を
記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

備
考
欄
に
は
、
計
上
し
た
法
人
運
営
費
・外
部
資
金
の
学
内
区
分
の
事
項
や
主
な
内
容
の
ほ
か
、
現
金
換
算
可
能
な
も
の
の
内
訳
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
記
載
量
に
よ
っ
て
、
適
宜
セ
ル
の
幅
を
調
整
し
て
構
い
ま
せ
ん
。

「
学
内
外
資
源
の
確
保
に
向
け
た
取
組
状
況
」欄
に
は
、
資
金
計
画
の
達
成
に
向
け
、
令
和
４
年
度
以
降
の
学
内
資
源
・学
外
資
源
の
確
保
の
見
込
み
、
学
内
外
に
お
け
る
取
組
や
調
整
の
状
況
等
に
つ
い
て
記
述
し
て
く
だ
さ
い
。

⑤
以
外
で
金
額
の
算
出
に
あ
た
り
、
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
そ
れ
以
外
と
の
金
額
の
切
り
分
け
を
行
う
も
の
（主
と
し
て
外
部
資
金
を
想
定
）に
つ
い
て
は
、
可
能
な
限
り
切
り
分
け
を
行
い
計
上
し
て
く
だ
さ
い
。

（　
【１

９
０

４
】　

機
関

名
：
　

東
京

大
学

　
プ

ロ
グ

ラ
ム

名
称

：
　

変
革

を
駆

動
す

る
先

端
物

理
・
数

学
プ

ロ
グ

ラ
ム

　
）
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（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

年度の実施内容＜補助金＞

※　当該年度に本補助金を充当して実施した事業の具体的内容について記入

経費の明細＜補助金＞

  記載例：研究打合せ旅費　○○人×＠○○円 　○○千円

　  　　   資料整理謝金　　○人×○日×＠○○円 　○○千円

実施（基幹）大学での
使用金額

共同実施機関での
使用金額

【物品費】 284,705 0

プログラム研究室・実習室実験設備・計算機 214,255

学生居室整備用消耗品 31,928 自己負担2,225千円

書籍 38,522

【人件費・謝金】 69,301 0

コーディネーター支援員（6人×6月（10月～3月）） 7,476 自己負担3,526千円

特任教員（25人×6月（10月～3月）） 9,514

プログラム支援職員（4人×6月（10月～3月）） 2,564

プログラム運営事務職員　（9人×6月（10月～3月）） 8,184 自己負担2,809千円

著名外国人教員（4人×2月（10月～3月のいずれか）） 自己負担3,157千円

リサーチ・アシスタント委嘱経費（38人×6月（10月～3月）） 38,760

科学英語講義謝金（6人×5月（10月～2月）） 1,404 自己負担3,883千円

ティーチング・アシスタント委嘱経費（19人×5月（10月～2
月））

1,148

講演謝金（計9回） 251

【旅費】 29,338 0

連携先機関との打ち合わせ（国内4回・外国18回） 9,061

卓越大学院プログラムの広報活動（国内9回・外国20回、10
月-3月）

7,904

セミナー、シンポジウム、カンファレンス、研修会、特別講義
等講演者招聘旅費（国内1回・外国7回、11月-2月）

7,564

講師旅費（講義・実験実習・科学英語） 148 自己負担35千円
インターンシップ旅費（6人, 東京ー兵庫） 217
海外派遣プログラム（6人, 東京ー米国　カリフォルニア工科
大学　１１ｔｈ　ＰＦＳ　Ｃｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ　ｍｅｅｔｉｎｇ）

1,923

著名外国人教員招聘旅費（渡日・帰国
・11/25－2/18　１人）

2,521

【その他（教育研究支援経費）】 0 0

＜令和元年度（２０１９年度）＞

本補助金が適切かつ効果的に使用されたか各経費（物品費、人件費・謝金、旅費、その他）についての使用目的、必要性について、
具体的かつ明確、簡潔に記入すること。

【物品費】本プログラムの実施に必要となる講義室・実験室等の整備を行った。
【人件費・謝金】英語が堪能なURA及び事務局職員を雇用した。プログラム実施のための特任教員を雇用した。プ
ログラム生に対して研究実施の対価としてRA経費を支給した。外部講師によるコースワークを実施した。
【旅費】講義及びセミナーのための海外在住教員を招聘した。教員が国外有力大学にて本プログラムの周知を
行った。教員が国外連携機関との打ち合わせを行った。コースワークの外部講師謝金を支給した。プログラム生を
海外へ派遣した。
【その他(教育研究支援経費以外)】量子コンピュータを利用した講義を開講した。プログラム周知のためロゴを作成
し、募集チラシを作成した。プログラム周知のためシンポジウム・ワークショップを開催した。

・実施（基幹）大学で使用した経費と共同実施機関で使用した経費を区分して記載してください。

＜令和元年度（２０１９年度）計画＞　経費区分
金額（千円）

備考

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）25



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

【その他（教育研究支援経費以外）】 36,636 0

事務文書の英語翻訳 自己負担3080千円

シンポジウム・セミナー・カンファレンス等開催費用 561

ＦｏＰＭフライヤー 2000部 56

パンフレット郵送料 4

光熱水料 自己負担813千円

量子コンピューターライセンス料　年間使用料 35,000

プログラム用ウェブサイト作成費用 自己負担2,475千円

プログラム用ロゴ作成費用　　 542

キャンセル料（出張取り消しによる航空券の返納） 60

学会参加費 95

論文掲載料 318

繰越　3,020千円

419,980 0

年度の実施内容＜学内外資源＞

※　当該年度に充当した学内外資源の主な用途を記入してください。

（令和元年度（２０１９年度））　　　合　計
419,980

消耗品費・人件費・謝金・国内旅費・外注費・光熱水料・その他（諸経費）（うち委託費以外）

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）26



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

年度の実施内容＜補助金＞

※　当該年度に本補助金を充当して実施した事業の具体的内容について記入

経費の明細＜補助金＞

  記載例：研究打合せ旅費　○○人×＠○○円 　○○千円

　  　　   資料整理謝金　　○人×○日×＠○○円 　○○千円

実施（基幹）大学での
使用金額

共同実施機関での
使用金額

【物品費】 249,075 0

プログラム研究室・実習室実験設備・計算機 203,321 自己負担24,162千円

オンライン研修会実施用の設備 520 前年度からの繰越

プログラム実験実習室消耗品 17,602 自己負担1,599千円

オンライン研修会実施用の消耗品 14 前年度からの繰越

学生居室整備用消耗品 523 自己負担1,055千円

書籍 27,095

【人件費・謝金】 171,829 0
コーディネーター支援員（URA） (2名×4月〜3月・１名×4月
～12月)

9,099 自己負担3,729千円

コーディネーター支援員（9名×4月〜3月・1名×12月〜3
月）

12,665 自己負担21,107千円

特任教員（2名×4月〜3月・1名×12月～3月） 6,439 自己負担4,058千円
プログラム支援職員（5名×4月〜3月） 6,401 自己負担6,377千円

プログラム運営事務職員（3名×4月〜3月・2名×11月～３
月）

19,748

非常勤講師謝金（18名：5月～8月，11月，12月，2月・
科学英語1名: 6月～12月のうちの59日間）

3,401

情報科学セミナー講演（2020/12-2021/3　計6回） 129

外部諮問委員会（4名×3時間@11300） 136

RA委嘱経費 M1
39名×10月～3月
1名×10月～1月

40,460

RA委嘱経費 M2
33名×4月～3月
1名×4月～6月
1名×4月～7月
1名×4月～11月
2名×4月～1月

73,270

特任研究員給与等（1名×4月〜3月プログラム教材開発） 自己負担1,257千円

ティーチング・アシスタント委嘱経費 20名（1,300円×延べ
1530時間）

81 自己負担1,989千円

【旅費】 1,621 0

卓越大学院プログラムの広報活動（東京-台湾
コロナの影響で帰国が一日延びたため（渡航期間3/8-
4/1））

28

＜令和２年度（２０２０年度）＞

本補助金が適切かつ効果的に使用されたか各経費（物品費、人件費・謝金、旅費、その他）についての使用目的、必要性について、
具体的かつ明確、簡潔に記入すること。

【物品費】本プログラムの実施に必要となる講義室・実験室等の整備を行った。新型コロナウイルス感染症拡大へ
の対応のため、オンライン講義受講環境およびプログラム生の在宅での研究環境を整備した。
【人件費・謝金】英語が堪能なURA及び事務局職員を雇用した。プログラム実施のための特任教員を雇用した。プ
ログラム生に対して研究実施の対価としてRA経費を支給した。コースワークの外部講師謝金を支給した。第三者
による評価をプログラム運営に活かすため、外部諮問委員会を開催した。
【旅費】新型コロナウイルス感染症拡大に伴う渡航制限により、予定していた国内外の移動を伴う活動はほぼ実施
できなかった。
【その他(教育研究支援経費以外)】本プログラムの実施に必要な実験実習室の借料を支払った。プログラム周知
のため募集チラシを作成した。

・実施（基幹）大学で使用した経費と共同実施機関で使用した経費を区分して記載してください。

＜令和２年度（２０２０年度）計画＞　経費区分
金額（千円）

備考

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）27



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

プログラム打ち合わせ及び広報活動（2名 東京ージュネー
ブ、1名 東京ーチューリッヒ）

自己負担2,107千円

プログラムコーディネーター旅費（オンライン研修会の計画・
実施のため、1名、8月、11-12月）

1,532 前年度からの繰越

講師旅費（11月　1名、12月　7名、2月　2名） 61

【その他（教育研究支援経費）】 0 0

【その他（教育研究支援経費以外）】 1,795 0

ＦｏＰＭフライヤー（8月、400部） 28

先端光科学講義報告書　印刷代５０部 自己負担 165千円

実験室・実習室光熱水料 自己負担 1,604千円

量子コンピュータ利用料・演習費用　年間契約 自己負担 40,000千円

旅費キャンセル料（7月 出張取り消しによる航空券の返納） 8
実習室スペースチャージ（SC209/210室　10月-3月、NC201
室　1月-3月）

781

実験室スペースチャージ 自己負担1,675千円
実習装置レンタル料 自己負担230千円
学会参加費 24
オンライン研修会実施費 954 前年度からの繰越

424,320 0

年度の実施内容＜学内外資源＞

※　当該年度に充当した学内外資源の主な用途を記入してください。

（令和２年度（２０２０年度））　　　合　計
424,320

設備備品費・消耗品費・人件費・謝金・外国旅費・印刷製本費・光熱水料・その他（諸経費）（うち委託費以外）
現金換算可能なものの内容：量子コンピューター利用料

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）28



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

年度の実施内容＜補助金＞

※　当該年度に本補助金を充当して実施した事業の具体的内容について記入

経費の明細＜補助金＞

  記載例：研究打合せ旅費　○○人×＠○○円 　○○千円

　  　　   資料整理謝金　　○人×○日×＠○○円 　○○千円

実施（基幹）大学での
使用金額

共同実施機関での
使用金額

【物品費】 75,127 0
プログラム研究室・実習室実験設備・計算機 50,429 自己負担11,210千円

プログラム実験実習室消耗品 5,599 自己負担388円

学生居室・相談室整備用消耗品 1,443

書籍 17,656 自己負担6,046千円

【人件費・謝金】 230,339 0
コーディネーター支援員（URA）（2名×4月～3月） 6,756 自己負担3,571千円

特任教員（2名×4月〜3月、1名×5月～3月、1名×9月～3
月）

11,333 自己負担4,204千円

プログラム支援職員 （6名×4月〜3月、2名×4月～8月、1
名×4月～9月、1名×9月～3月、1名×10月～3月）

21,758 自己負担11,506千円

プログラム運営事務職員（6名×4月～3月、1名×4月～9
月、1名×4月～10月、1名×9月～3月、1名×1月～3月）

22,748

RA委嘱経費 M1
37名×10月〜3月
1名×10月～1月
1名×10月～11月

38,760

RA委嘱経費 M2
38名×4月〜3月
1名×4月～12月
1名×4月～10月
3名×4月

80,750

RA委嘱経費 D1
17名×4月～3月
1名×4月～7月
1名×4月～12月
2名×10月～3月

41,220

非常勤講師謝金（30名（5月～8月・11月～2月）、1名×5月
～7月）

1,587

非常勤講師謝金（科学英語）（1名、4月～1月のうちの78日
間）

2,363

TA委嘱経費（23名（1,300円×延べ1630時間）） 2,119

外部諮問委員会謝金（5名（3月）） 170

講演謝金（6名（5月～2月）） 775

【旅費】 1,071 0

非常勤講師交通費（5月分　3名、6月分　5名、7月分　3名、
11月分　1名、12月分　6名、1月分　3名、2月分　1名）

230

科学英語講師旅費（1名、4月～7月・10月～1月） 10

＜令和３年度（２０２１年度）＞

本補助金が適切かつ効果的に使用されたか各経費（物品費、人件費・謝金、旅費、その他）についての使用目的、必要性について、
具体的かつ明確、簡潔に記入すること。

備考

・実施（基幹）大学で使用した経費と共同実施機関で使用した経費を区分して記載してください。

＜令和３年度（２０２１年度）計画＞　経費区分
金額（千円）

【物品費】本プログラムの実施に必要となる講義室・実験室等の整備を行った。特に、新型コロナウイルス感染症
拡大への対応のため、オンライン講義受講環境および在宅での研究環境を整備した。
【人件費・謝金】英語が堪能なURA及び事務局職員を雇用した。プログラム実施のための特任教員を雇用した。プ
ログラム生に対して研究実施の対価としてRA経費を支給した。コースワークの外部講師謝金を支給した。第三者
による評価をプログラム運営に活かすため、外部諮問委員会を開催した。
【旅費】新型コロナウイルス感染症拡大に伴う渡航制限により、予定していた移動を伴う活動はほぼ実施できな
かった。
【その他(教育研究支援経費以外)】量子コンピュータを利用した講義を開講した。プログラム周知のためパンフレッ
ト及び募集チラシを作成した。

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）29



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

観測・実験旅費（5月・2月・3月） 200

研究室ローテーション（2月9日間、3月8日間） 32

シンポジウム、セミナー講演者招聘旅費（国際キャリア研修
にて講演、研究打ち合わせ　バークレー―本郷・柏　１２月）

599

【その他（教育研究支援経費）】 0 0

【その他（教育研究支援経費以外）】 58,463 0

パンフレット作成・印刷費用 2,863

光熱水料 自己負担1,587千円

量子コンピュータ利用料・演習費用　年間契約 50,000

ウエブサイト制作費用 1,636

施設利用料 856 自己負担715千円

実習補助 325

翻訳システム 825 自己負担305千円

書籍英訳 1,605

学会参加費 56

講義室・実習室整備調整費用 297 自己負担14,651千円
実習装置通信運搬費 自己負担215千円

繰越　国外連携機関長期研修等　55,000千円

IT支援業務　（4月－3月） 自己負担4,884千円

繰越　55,000千円

365,000 0

年度の実施内容＜学内外資源＞

※　当該年度に充当した学内外資源の主な用途を記入してください。

設備備品費・消耗品費・人件費・謝金・外国旅費・通信運搬費・光熱水料・その他（諸経費）（うち委託費以外）

（令和３年度（２０２１年度））　　　合　計
365,000

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）30



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

年度の実績内容＜補助金＞

※　当該年度に本補助金を充当して実施する事業の具体的内容について記載

経費の明細＜補助金＞

・使途は卓越大学院プログラムの目的に限定されます。

・実施（基幹）大学で使用する経費と共同実施機関で使用する経費を区分して記載してください。

  記載例：研究打合せ旅費　○○人×＠○○円 　○○千円

　  　　   資料整理謝金　　○人×○日×＠○○円 　○○千円

実施（基幹）大学での
使用金額

共同実施機関での
使用金額

【物品費】 28,359 0
プログラム研究室・実習室実験設備・計算機 13,323 自己負担6,735千円
プログラム実験実習室消耗品、学生居室・相談室整備 8,557 自己負担951千円
アドミッション事務室用品 77
電子書籍・書籍 6,162 自己負担4,748千円
シンポジウム消耗品 240 前年度からの繰越

【人件費・謝金】 246,970 0
コーディネーター支援員（URA）1人×12月×@800千円 7,211
特任教員  (4月～3月1名、4月～7月1名) 3,491 自己負担1,269千円
プログラム支援職員  (4月～3月7名、5月～11月1名、10月
～3月2名)

23,697 自己負担11,375千円

プログラム運営事務職員 (4月～3月9名、4月～5月1名) 27,381

RA委嘱経費 M1（38名×10月〜3月、2名×4月～9月）M2
（39名×4月〜6月、38名×7月～9月、37名×10月、36名×
11月～3月）D1（24名×4月～9月、27名×10月～3月）D2
（14名×4月～8月、15名×9月～3月）、GSGC(FoPM)M1（2
名×10月～3月）M2（２名×4月～3月）

177,790 自己負担32,400千円

非常勤講師謝金 　(5月2名、6月11名、7月4名、10月1名、
11月1名、12月3名、1月4名)

1,461 自己負担174千円

非常勤講師謝金（科学英語）(4月～7月、10月～1月1名) 2,457
TA委嘱経費  (22名) 1,699
外部諮問委員会謝金 （5人×3時間×@11千円） 170
セミナー講師謝金 　(14名) 429 自己負担134千円
特任研究員（教育補助）　(7月～3月1名) 966
国際キャリア研修・シンポジウム講講演謝金　3名 110 前年度からの繰越
集計・会場整理等単純労務謝金（シンポジウムスタッフ） 108 前年度からの繰越

【旅費】 34,926 0
非常勤講師交通費  (23名）、科学英語講師旅費　（1名、4月
～7月、10月～1月）

448

外部諮問委員交通費　(3名) 92
プログラム打合せ旅費（国内）　(1名) 13
学生海外派遣旅費 （14名） 8,064 前年度からの繰越
学生海外派遣旅費 　(2名) 431 自己負担798千円
海外募集活動旅費 　(2名) 572 自己負担327千円
プログラム打合せ旅費　海外11名 5,321 自己負担985千円
学会参加旅費 （19名) 2,832 自己負担588千円

＜令和４年度（２０２２年度）＞

本補助金の適切かつ効果的な使用計画（各経費（物品費、人件費・謝金、旅費、その他）の使用目的、必要性等）について、具体的
かつ明確、簡潔に記載してください。

【物品費】ウィズ・ポストコロナ時代に適切な高度教育研究環境を整備した。リモート・ハイブリッド対応に必要な設
備を整備した。
【人件費・謝金】英語が堪能なURA及び事務局職員を雇用した。プログラム実施のための特任教員を雇用した。著
名外国人教員を招聘した。プログラム生に対して研究実施の対価としてRA経費を支給した。コースワークの外部
講師謝金を支給した。外部諮問委員会を開催した。
【旅費】講義及びセミナーのための海外在住教員を招聘した。教員が海外有力大学で本プログラムを周知した。教
員が海外連携機関と打ち合わせた。コースワークの外部講師に国内旅費を支給した。プログラム生の海外派遣を
実施した。
【その他(教育研究支援経費以外)】量子コンピュータを利用した講義を開講した。広報のためリーフレットを作成し
た。プログラム周知のためシンポジウム・ワークショップを開催した。

・申請できる経費は、本事業計画の遂行に必要な経費です。

＜令和４年度（２０２２年度）計画＞　経費区分
金額（千円）

備考

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）31



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

著名外国人教員招聘旅費 （4名） 4,749 前年度からの繰越
シンポジウム招聘旅費 （10名） 7,713 前年度からの繰越
セミナー講演者招聘旅費 3名 5
シンポジウム参加学生旅費（24名）・参加教員旅費（1名） 1,928 前年度からの繰越
研究室ローテーション旅費10名、観測・実験旅費10名 645
共同研究旅費 国内7名×1回、1名×5回、海外1名×1回 945

国際キャリア研修招聘旅費1名、参加教員旅費1名 1,168 前年度からの繰越

【その他（教育研究支援経費）】 0 0

【その他（教育研究支援経費以外）】 57,633 0
基金ウェブバナー作成費用 33
リーフレット作成費用 584
シンポジウム会場借料 1,593 前年度からの繰越
シンポジウムレセプション 1,692 前年度からの繰越
シンポジウム昼食 夕食 （17名） 70 前年度からの繰越
セミナー・会議飲料 9
パンフレット/チラシ郵送料 2
光熱水料 自己負担2,413千円
量子コンピュータ利用料・演習費用 50,000
実験実習室スペースチャージ 1,056 自己負担715千円
学会参加費（13名） 466 自己負担768千円
シンポジウム撮影料、ポスター印刷 355 前年度からの繰越
国際キャリア研修・セミナー開催経費 1,025 前年度からの繰越
学生居室・相談室整備、実習補助　（10月、11月、1月） 580 自己負担8,661千円
IT支援業務　（4月－3月） 自己負担4,884千円

PCR検査費用 76
前年度からの繰越54千
円

インターネット使用料 17
前年度からの繰越14千
円

キャンセル料 75 前年度からの繰越

返納　26,042千円

367,888 0

年度の実施内容＜学内外資源＞

※　当該年度に充当する学内外資源の主な用途を記入してください。

設備備品費・消耗品費・人件費・謝金・外国旅費・通信運搬費・光熱水料・その他（諸経費）（うち委託費以
外）・量子コンピューター利用料		

（令和４年度（２０２２年度））　　　合　計

367,888

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）32



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

年度の事業計画＜補助金＞

※　当該年度に本補助金を充当して実施する事業の具体的内容について記載

補助金申請額の明細

・使途は卓越大学院プログラムの目的に限定されます。

・実施（基幹）大学で使用する経費と共同実施機関で使用する経費を区分して記載してください。

  記載例：研究打合せ旅費　○○人×＠○○円 　○○千円

　  　　   資料整理謝金　　○人×○日×＠○○円 　○○千円

実施（基幹）大学での
使用金額

共同実施機関での
使用金額

【物品費】 3,500 0
プログラム研究室・実習室実験設備・計算機 自己負担25,000千円

プログラム実験実習室消耗品 1,000 自己負担3,000千円

アドミッション事務室用品 500 自己負担500千円

電子書籍 2,000 自己負担13,000千円

【人件費・謝金】 236,355 0
コーディネーター支援員（URA）2人×12月×＠800千円 9,600 自己負担9,600千円

特任教員 10人×12月×＠800千円 38,400 自己負担57,600千円

プログラム支援職員 8人×12月×＠700千円 16,800 自己負担50,400千円

プログラム運営事務職員 6人×12月×＠400千円 					 9,600 自己負担19,200千円
著名外国人教員 10人×3月×＠1,000千円 					 12,000 自己負担18,000千円
非常勤講師謝金 25人×4回×@18千円 720 自己負担1,080千円
非常勤講師謝金（科学英語）1人×180時間×@18千円 810 自己負担2,430千円

RA委嘱経費 40人×6月×@180千円、156人×12月×@180
千円

136,080 自己負担244,080千円

TA委嘱経費 40人×12月×@50千円 12,000 自己負担12,000千円

外部諮問委員会謝金 5人×3時間×@11千円 165

セミナー講師謝金 20人×1回×@36千円 180 自己負担540千円

【旅費】 30,545 0
非常勤講師交通費 25人×1回×@12千円 180 自己負担120千円

外部諮問委員交通費 4人×1回×@40千円 160

プログラム打合せ旅費（国内）3人×5回×@5千円 75

学会参加旅費 （国内）10 人×1回×@6千円 30 自己負担30千円

学生海外派遣旅費 40人×1回×@1000千円 14,000 自己負担26,000千円
海外募集活動旅費 10人×2回×@600千円 4,200 自己負担7,200千円

プログラム打合せ旅費 3人×5回×@600千円 3,000 自己負担6,000千円

学会参加旅費（海外） 10 人×1回×@300千円 600 自己負担2,400千円
著名外国人教員招聘旅費 10人×1回×@1000千円 3,000 自己負担7,000千円
セミナー講演者招聘旅費 40人×1回×@600千円 4,800 自己負担19,200千円

外部諮問委員招聘旅費 1人×1回×@500千円 500

【その他（教育研究支援経費）】 0 0

【その他（教育研究支援経費以外）】 8,630 0

・申請できる経費は、本事業計画の遂行に必要な経費です。

＜令和５年度（２０２３年度）計画＞　経費区分
金額（千円）

備考

本補助金の適切かつ効果的な使用計画（各経費（物品費、人件費・謝金、旅費、その他）の使用目的、必要性等）について、具体的
かつ明確、簡潔に記載してください。

【物品費】ウィズ・ポストコロナ時代に適切な高度教育研究環境を整備する。
【人件費・謝金】英語が堪能なURA及び事務局職員を雇用する。プログラム実施のための特任教員を雇用する。著
名外国人教員を招聘する。プログラム生に対して研究実施の対価としてRA経費を支給する。コースワークの外部
講師謝金を支給する。外部諮問委員会を開催する。
【旅費】講義及びセミナーのための海外在住教員を招聘する。教員が海外有力大学で本プログラムを周知する。
教員が海外連携機関と打ち合わせる。コースワークの外部講師に国内旅費を支給する。プログラム生の海外派遣
を実施する。
【その他(教育研究支援経費以外)】広報のためパンフレット及びチラシを作成する。プログラム周知のためシンポジ
ウム・ワークショップを開催する。

＜令和５年度（２０２３年度）＞
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（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

パンフレット作成費用 2,400

チラシ作成費用 自己負担400千円

シンポジウム、セミナー開催費用 5,000 自己負担1,200千円

パンフレット/チラシ郵送料 80箇所×0.25千円 自己負担20千円

パンフレット海外送付料 30箇所×3千円 自己負担90千円

電気料 自己負担35,000千円

ウェブサイト運営費用 自己負担1,000千円

量子コンピュータ利用料・演習費用 自己負担50,000千円

実験実習室スペースチャージ 800 自己負担1,600千円

実習機器レンタル料 250

学会参加費 20人×1回×@20千円 180 自己負担220千円

279,030 0

年度の実施予定内容＜学内外資源＞

※　当該年度に充当する学内外資源の主な用途を記入してください。

設備備品費・消耗品費・人件費・謝金・外国旅費・通信運搬費・会議費・光熱水料・その他（諸経費）（うち委託
費以外）・量子コンピューター利用料		

（令和５年度（２０２３年度））　　　合　計
279,030

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）34



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

年度の事業計画＜補助金＞

※　当該年度に本補助金を充当して実施する事業の具体的内容について記載

補助金申請額の明細

・使途は卓越大学院プログラムの目的に限定されます。

・実施（基幹）大学で使用する経費と共同実施機関で使用する経費を区分して記載してください。

  記載例：研究打合せ旅費　○○人×＠○○円 　○○千円

　  　　   資料整理謝金　　○人×○日×＠○○円 　○○千円

実施（基幹）大学での
使用金額

共同実施機関での
使用金額

【物品費】 1,500 0

プログラム研究室・実習室実験設備・計算機 自己負担24,040千円

プログラム実験実習室消耗品 1,000 自己負担3,000千円

アドミッション事務室用品 500 自己負担500千円

電子書籍 自己負担15,000千円

【人件費・謝金】 199,305 0

コーディネーター支援員（URA）2人×12月×＠800千円 9,600 自己負担9,600千円

特任教員 10人×12月×＠800千円 19,200 自己負担76,800千円

プログラム支援職員 8人×12月×＠700千円 16,800 自己負担50,400千円

プログラム運営事務職員 6人×12月×＠400千円 					 9,600 自己負担38,400千円

著名外国人教員 10人×3月×＠1,000千円 					 6,000 自己負担24,000千円

非常勤講師謝金 25人×4回×@18千円 180 自己負担1,620千円

非常勤講師謝金（科学英語）1人×180時間×@18千円 自己負担3,240千円

RA委嘱経費 40人×6月×@180千円、160人×12月×@180
千円

131,760 自己負担257,040千円

TA委嘱経費 40人×12月×@50千円 6,000 自己負担18,000千円

外部諮問委員会謝金 5人×3時間×@11千円 165

セミナー講師謝金 20人×1回×@36千円 自己負担720千円

【旅費】 26,085 0

非常勤講師交通費 25人×1回×@12千円 25 自己負担275千円

外部諮問委員交通費 4人×1回×@40千円 160

プログラム打合せ旅費（国内）3人×5回×@5千円 自己負担75千円

学生海外派遣旅費 40人×1回×@700千円 14,000 自己負担14,000千円

海外募集活動旅費 10人×2回×@600千円 4,800 自己負担7,200千円

プログラム打合せ旅費 3人×5回×@600千円 3,000 自己負担6,000千円

学会参加旅費 10 人×1回×@300千円 自己負担3,000千円

著名外国人教員招聘旅費 10人×1回×@800千円 1,600 自己負担6,400千円

セミナー講演者招聘旅費 40人×1回×@500千円 2,000 自己負担18,000千円

外部諮問委員招聘旅費 1人×1回×@500千円 500

【その他（教育研究支援経費）】 0 0

【物品費】ウィズ・ポストコロナ時代に適切な高度教育研究環境を整備する。
【人件費・謝金】英語が堪能なURA及び事務局職員を雇用する。プログラム実施のための特任教員を雇用する。著
名外国人教員を招聘する。プログラム生に対して研究実施の対価としてRA経費を支給する。コースワークの外部
講師謝金を支給する。外部諮問委員会を開催する。
【旅費】講義及びセミナーのための海外在住教員を招聘する。教員が海外有力大学で本プログラムを周知する。
教員が海外連携機関と打ち合わせる。コースワークの外部講師に国内旅費を支給する。プログラム生の海外派遣
を実施する。
【その他(教育研究支援経費以外)】広報のためパンフレット及びチラシを作成する。プログラム周知のためシンポジ
ウム・ワークショップを開催する。

・申請できる経費は、本事業計画の遂行に必要な経費です。

＜令和６年度（２０２４年度）計画＞　経費区分
金額（千円）

備考

＜令和６年度（２０２４年度）＞

本補助金の適切かつ効果的な使用計画（各経費（物品費、人件費・謝金、旅費、その他）の使用目的、必要性等）について、具体的
かつ明確、簡潔に記載してください。

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）35



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

【その他（教育研究支援経費以外）】 7,400 0

パンフレット作成費用 2,400

チラシ作成費用 400

シンポジウム、セミナー開催費用 4,000 自己負担2,200千円

パンフレット/チラシ郵送料 80箇所×0.25千円 自己負担20千円

パンフレット海外送付料 30箇所×3千円 自己負担90千円

電気料 自己負担25,000千円

ウェブサイト運営費用 自己負担1,000千円

量子コンピュータ利用料・演習費用 自己負担50,000千円

実験実習室スペースチャージ 600 自己負担1,800千円

実習機器レンタル料 自己負担250千円

学会参加費 10人×1回×@20千円 自己負担200千円

234,290 0

年度の実施予定内容＜学内外資源＞

※　当該年度に充当する学内外資源の主な用途を記入してください。

234,290

設備備品費・消耗品費・人件費・謝金・外国旅費・通信運搬費・会議費・光熱水料・その他（諸経費）（うち委託
費以外）・量子コンピューター利用料		

（令和６年度（２０２４年度））　　　合　計

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）36



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

年度の事業計画＜補助金＞

※　当該年度に本補助金を充当して実施する事業の具体的内容について記載

補助金申請額の明細

・使途は卓越大学院プログラムの目的に限定されます。

・実施（基幹）大学で使用する経費と共同実施機関で使用する経費を区分して記載してください。

  記載例：研究打合せ旅費　○○人×＠○○円 　○○千円

　  　　   資料整理謝金　　○人×○日×＠○○円 　○○千円

実施（基幹）大学での
使用金額

共同実施機関での
使用金額

【物品費】 1,190 0

プログラム研究室・実習室実験設備・計算機 自己負担37,180千円

プログラム実験実習室消耗品 1,000 自己負担3,000千円

アドミッション事務室用品 190 自己負担810千円

電子書籍 自己負担15,000千円

【人件費・謝金】 109,025 0

コーディネーター支援員（URA）2人×12月×＠800千円 9,600 自己負担9,600千円

特任教員 10人×12月×＠800千円 19,200 自己負担76,800千円

プログラム支援職員 8人×12月×＠700千円 16,800 自己負担50,400千円

プログラム運営事務職員 6人×12月×＠400千円 					 9,600 自己負担38,400千円

著名外国人教員 10人×3月×＠1,000千円 					 6,000 自己負担24,000千円

非常勤講師謝金 25人×4回×@18千円 180 自己負担1,620千円

非常勤講師謝金（科学英語）1人×180時間×@18千円 自己負担3,240千円

RA委嘱経費 40人×6月×@180千円、160人×12月×@180
千円

45,480 自己負担343,320千円

TA委嘱経費 40人×12月×@50千円 2,000 自己負担22,000千円

外部諮問委員会謝金 5人×3時間×@11千円 165

セミナー講師謝金 20人×1回×@36千円 自己負担720千円

【旅費】 24,385 0

非常勤講師交通費 25人×1回×@12千円 25 自己負担275千円

外部諮問委員交通費 4人×1回×@40千円 160

プログラム打合せ旅費（国内）3人×5回×@5千円 自己負担75千円

学生海外派遣旅費 40人×1回×@700千円 14,000 自己負担14,000千円

海外募集活動旅費 10人×2回×@600千円 3,600 自己負担8,400千円

プログラム打合せ旅費 3人×5回×@600千円 3,000 自己負担6,000千円

学会参加旅費 10 人×1回×@300千円 自己負担3,000千円

著名外国人教員招聘旅費 10人×1回×@800千円 1,600 自己負担6,400千円

セミナー講演者招聘旅費 40人×1回×@500千円 1,500 自己負担18,500千円

外部諮問委員招聘旅費 1人×1回×@500千円 500

【その他（教育研究支援経費）】 0 0

＜令和７年度（２０２５年度）＞

・申請できる経費は、本事業計画の遂行に必要な経費です。

＜令和７年度（２０２５年度）計画＞　経費区分
金額（千円）

備考

本補助金の適切かつ効果的な使用計画（各経費（物品費、人件費・謝金、旅費、その他）の使用目的、必要性等）について、具体的
かつ明確、簡潔に記載してください。

【物品費】ウィズ・ポストコロナ時代に適切な高度教育研究環境を整備する。
【人件費・謝金】英語が堪能なURA及び事務局職員を雇用する。プログラム実施のための特任教員を雇用する。著
名外国人教員を招聘する。プログラム生に対して研究実施の対価としてRA経費を支給する。コースワークの外部
講師謝金を支給する。外部諮問委員会を開催する。
【旅費】講義及びセミナーのための海外在住教員を招聘する。教員が海外有力大学で本プログラムを周知する。
教員が海外連携機関と打ち合わせる。コースワークの外部講師に国内旅費を支給する。プログラム生の海外派遣
を実施する。
【その他(教育研究支援経費以外)】広報のためパンフレット及びチラシを作成する。プログラム周知のためシンポジ
ウム・ワークショップを開催する。

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）37



（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

【その他（教育研究支援経費以外）】 6,400 0

パンフレット作成費用 2,400

チラシ作成費用 400

シンポジウム、セミナー開催費用 3,000 自己負担3,200千円

パンフレット/チラシ郵送料 80箇所×0.25千円 自己負担20千円

パンフレット海外送付料 30箇所×3千円 自己負担90千円

電気料 自己負担25,000千円

ウェブサイト運営費用 自己負担1,000千円

量子コンピュータ利用料・演習費用 自己負担50,000千円

実験実習室スペースチャージ 600 自己負担1,800千円

実習機器レンタル料 自己負担250千円

学会参加費 10人×1回×@20千円 自己負担200千円

141,000 0

年度の実施予定内容＜学内外資源＞

※　当該年度に充当する学内外資源の主な用途を記入してください。

（令和７年度（２０２５年度））　　　合　計
141,000

設備備品費・消耗品費・人件費・謝金・外国旅費・通信運搬費・会議費・光熱水料・その他（諸経費）（うち委託
費以外）・量子コンピューター利用料		

（【１９０４】　機関名：東京大学　プログラム名称：変革を駆動する先端物理・数学プログラム　）38




